
 

不当な取引行為の指定について 
 

１ 不当な取引行為の指定の考え方 

(1) 現行の不当な取引行為の指定［別紙１－１］  

59項目を指定（平成31年３月 告示改正＝１項目改正・２項目追加） 
 

(2) 指定の基本的な考え方 

① 不当に消費者の利益を害する行為であること。 

② 消費生活条例第11条の５つの類型に当てはまること。 

ア 勧誘に関する不当な取引行為 

イ 契約内容に関する不当な取引行為 

ウ 債務の履行に関する不当な取引行為 

エ 契約解除に際しての不当な取引行為 

オ 与信行為に関する不当な取引行為 

③ 消費者側から一方的に契約を取り消し、又は無効が主張できるような行為は、 

そもそも行政が規制すべき行為と考え、不当な取引行為の対象とする。 

④ 法律で消費者と事業者の間の取引行為の禁止を規定しているものは指定しない。 

⑤ 情勢の変化に対応すること。 

⑥ 消費者にとってのわかりやすさにも配慮し、不当に消費者の利益を害する行為 

をできる限り網羅的に規律すること。 

 

２ 令和２年度の検討 

(1) 「消費生活相談」等に基づく被疑事案と「不当な取引行為の指定」の対比状況 

県消費生活総合センターに、県及び市町の消費生活センターを通じて情報提供の

あった消費生活条例違反被疑事案 161件（令和２年４月～12月）を分析したところ、

現行の「不当な取引行為」に該当した。［別紙１－２］ 

 

(2) 相談の多い事例（定期購入、水回り修理）を踏まえた検討 

① 課題・問題点［別紙１－３］ 

通信販売に基づく定期購入契約については、平成28年の特定商取引に関する法律

（以下、「特商法」という）の改正に伴い、平成29年11月に「インターネット通販

における『意に反して契約の申込みをさせようとする行為』に係るガイドライン」

が通達されたものの、未だにガイドラインに添った適切な表示を行っていない事業

者も多く、消費者被害が減らない。 

また、トイレ等の水回り修理サービスに関する苦情が全国的に広がりを見せてい

る背景に、広告や電話対応等の業務を担うプラットフォーム事業者による勧誘（イ

ンターネットやマグネット広告等）があるが、消費者と直接契約を結ばない事業者

は、特商法の規制対象外となり行政指導を行うことができない。 
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以上のことから、「重要事項について誤認を招く表示による勧誘」について条例に

より規制する必要がある。 

② 現行の不当な取引行為 

対応する不当な取引行為の指定がない。 

③ 対応（案） 

   ア 勧誘に関する不当な取引行為の指定 

消費生活条例第11条第１項第１号の規定に該当する勧誘に関する不当な取引行

為として、「重要事項について誤認を招く表示による勧誘」を新たに指定する。 

これにより、重要事項について誤認を招く表示が不当な取引行為であることを

明確化し、不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）と併せて行政指導につ

なげる。 

 

 

 

 

 

 

《委員からのご意見と事務局の考え方》 

注１）水プラットフォーム事業者が指導対象であることを明確にするための追記 
   → プラットフォーム事業者を消費生活条例上の「事業者」とみなすうえで、契約 

工事事業者と一体的に役務を提供する主体と捉えることから、不要ではないか 

注２）具体性をもたせるための文言（例：お得感）の追記 
        → 利点等の文言を追記すると、規制対象が狭まることが懸念される 

 

イ 「不当な取引行為の事例集」に関する記載 

  県では、消費生活条例に基づいて指定する「不当な取引行為」に関し、消費者

及び事業者の理解の進めるための事例集を作成・公表しており、今回追加する「重

要事項について誤認を招く表示による勧誘」の事例として、次の２つを記載する。 

 

・インターネット広告等で、定価5,000円の健康食品を「今だけ」「体験モニター

無料」「お試し価格500円」などと大きく表示して申込を促し、実は定期購入と

なることなどは分かりにくく記載している。 

・インターネットやマグネット広告等で「トイレの詰まり修理 基本料金500円～」

などと大きく表示して申込を促し、基本料金以外に高額の作業料金や材料費等

が必要となることなどは分かりにくく記載している。 

(29) 重要事項について誤認を招く表示による勧誘  

無償または著しい廉価で商品等を提供する（又は第三者から提供される ）

こと（による利点 ）を強調する一方、正確な取引内容を把握するのが困難

となるような表示を行うことにより、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結

させること。 

注1 

注2 



「ひょうご消費生活プラン」（案）の概要 
 

 

 

(1)成年年齢引下げを踏まえた若年者への取組強化 

指標 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

消費者トラブルへの対応や消費者問題に関

心のある高校生・大学生の割合  
30.0％ 40.0％ 

くらしのヤングクリエーター活動認定証交付数 200 人(累計) 250 人(累計) 

消費生活センター等が実施する教員向け研

修の開催回数 
８回/年 12 回/年 

(2)消費者被害に遭いやすい高齢者・障害者や周囲への取組強化 

指標 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

過去３年間に消費者トラブルに遭ったこと

のある人の割合 
－ 8.0％ 

消費者トラブルで既に支払いをしている人の割合 15.0％ 10.0％ 

くらしの安全・安心推進員による啓発活動数 1,000 回/年 1,700 回/年 

(3)社会や環境を意識した消費行動の醸成の強化 
指標 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

実施している県民の割合が 60％以上のエシ

カル消費行動項目数 
－ ６項目 

エシカル消費に取り組む団体等と協働で取

り組んだ事業数 

50 回 

（３年間） 

60 回 

（３年間） 

(4)デジタル化やポストコロナを見据えた新たな消費形態等への対応（追加） 
 

指標 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

最新の手口や対処法を掲載した事例集や動

画等の配布・閲覧数 

３万 

（３年間） 

５万 

（３年間） 

 

Ⅱ 消費者を取り巻く現状と課題 

【策定趣旨】 
兵庫県消費者教育推進計画(H30～R2)の改定にあわせ、今回は、消費

生活相談や消費者の安全・安心確保も含む消費生活行政全般の方向性を
示す基本指針として策定 
【位置づけ】 
・消費者教育推進法に基づく県の消費者教育推進計画 
・国の｢地方消費者行政強化作戦 2020｣で策定が目標とされた県版消費
者基本計画 

【計画期間】令和３～５年度 

Ⅰ 計画の策定に当たって 

 

【社会状況の変化】 
(1)民法改正による成年年齢引下げ （令和 4 年 4 月）  

⇒未成年者取消権がなくなる 18～19 歳の消費者被害が拡大の恐れ 

(2)高齢化の進行 （75 歳以上 人口 82 万人・独居 157 千世帯） 

⇒独居化等消費者トラブルに巻き込まれやすい状況の発生 

インターネット関連の被害が高齢者でも増加 

(3)高度情報化の進展 （電子商取引、キャッシュレス決済等の拡大） 

⇒消費形態の変化（DX進展）による新たな消費者トラブル発生 

(4)大規模災害等の多発 （自然災害の激甚化、新型コロナ感染拡大）  

⇒便乗した悪質商法の発生 
不確かな情報の拡散が消費者の合理的な判断を妨げ 

(5)社会や環境を意識した消費行動への要請 （SDGｓに向けた取組） 

⇒地球温暖化・被災地復興等課題解決への貢献 

(6)グローバル化の進展 （越境取引拡大、在留外国人増加） 

⇒言語や商習慣の違いによる消費者トラブルの複雑化 

【兵庫県における消費生活相談の状況】 

□県内の消費生活相談(苦情)は H30～R元年度の２年連続で４万件超 

□60 歳以上の相談が４割を占める一方、20 歳代以下の相談も増加 

□定期購入トラブルの急増、水回り修理に関する苦情も多い 

《アンケート調査の結果》 

(1)消費者の意識（県民モニターアンケート調査、大学生の消費者意識実態調査） 

□消費者トラブルに遭った人の約半数はどこにも相談せず 
□エシカル(倫理的)消費の認知度は３割程度にとどまる 

〔言葉も内容も知っている 15.3％、言葉のみ 14.0％、知らない 70.7％〕

□行政に望むことは 

 (2)消費者教育   
＜学校＞（小・中・高・特別支援学校それぞれに調査） 

□消費者教育充実のために必要なこと 
「教材の作成・配付（６割～８割）」 「実践事例の紹介（約７割）」 

□消費者教育に関する研修を受講しない理由 
「他の業務で忙しい（４割～８割）」「研修の機会がない（３割～５割）」 

□活用しやすい・効果がある教材   「DVD 等の映像（８割～９割）」 
＜市町＞ 
□推進する上での課題 

  
□教育委員会との連携状況 
 「出前講座等の実施 21 市町」「連携していない 11 市町」「協議会等 7 市町」 
□県に対し求めること 

「教材の作成・配布 24 市町」「講師やアドバイザーの紹介 22 市町」 
「講座や研修会等の開催 19 市町」 

Ⅲ 兵庫県消費生活行政の方向性 

【県の体制】 

〇県立消費生活総合センターを「県内消費生活センターの中核センター」「全県の

消費者教育の中核拠点」として消費生活行政を企画調整し、施策を実施

〇県民局・県民ｾﾝﾀｰの消費者ｾﾝﾀｰで消費者教育・啓発や消費者団体支援を実施 

〇消費者庁新未来創造戦略本部（徳島本部）と連携し、各プロジェクトに参画  
【各主体の役割分担と連携】 

〇県内どこでも消費者教育や相談を受けられるよう、県と市町が役割分担・協働 

〇消費生活部局と教育委員会、警察との連携による施策の推進 

〇消費者団体、事業者等多様な主体との連携による推進強化 

(１)ライフステージ等に応じた消費者教育の推進 

□

□  

□

□スマホ普及に対応した情報リテラシー強化 

□高齢者向けネット関連トラブル対応等の講座開催 

(２)消費者教育の担い手の育成・活用 

□教材・プログラム活用方法など教員向け研修の実施 

□くらしの (大学生)の育成と活動支援 

(３)消費者活動との協働 

□  

□  

(４)エシカル消費の普及 

□消費者庁徳島本部と連携した実践ﾌｫｰﾗﾑの開催 

(５)消費生活情報の発信 

□ 等 SNS による最新情報の迅速な発信 

□事業者等との連携による多様な媒体・手段の活用 

Ⅳ 推進方策 

１ 消費者教育・活動の推進 

２ 消費生活相談対応力の充実 

３ 消費者の安全・安心確保の推進 

(１)取引・表示の適正化 
□特定商取引法等に基づく事業者指導 

□景品表示法の遵守等、表示適正化対策の推進 

□情報提供等を通じた適格消費者団体との連携 

(２)消費者事故の防止 

□事故情報の収集と迅速な県民への注意呼びかけ 

(３)高齢者・障害者等への見守り推進 

□「高齢者等被害防止 」における関係機関と

の情報共有・連携等による地域に密着した見守り 

(４)災害時等における安心確保 

□不確かな情報や風評被害払拭のための正確な情

報発信等、消費者啓発の実施 

□  

(５)信頼される事業者活動の推進 

□社会的責任を果たす消費者指向経営の発信 

(１)県消費生活センターの機能充実 

□ の利用やキャッシュレス決済拡大への

対応等、県による消費生活相談の高度化 

□統一的な相談対応を可能とする相談情報の的確

な分析と全県の情報共有化 

□SNS を活用した相談の実証実験等、相談者の特

性に対応した、だれもが相談しやすい体制づくり 

(２)市町への支援 

□電話・OJT 等による相談処理についての助言 

□WEB ｼｽﾃﾑ等も活用した相談員レベルアップ研修 

□弁護士、臨床心理士等による相談員支援 

□県及び市町との情報交換会、研究会の実施 

１ 消費者教育・活動の推進（改定） 

２ 消費生活相談対応力の充実（追加） 

３ 消費者の安全・安心確保の推進（追加） 

推進に当たっての視点 

施策の柱 

推進体制 

目  標 

1 
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「消費者を取り巻く現状と課題」に対応する推進方策の展開 

 

 

現状と  推進方策  

課題 １ 消費者教育・活動 ２ 消費生活相談 ３ 消費者の安全・安心 

(1) 

成年年齢

引下げ 

○高校・特別支援学校での

出前講座内容拡充 

 

○くらしのヤングクリエーター（大

学生）の育成と活動支援 

 

○消費者団体と高校との

協定に基づく啓発 

○若者が利用しやすい SNS

を活用した消費生活相

談の実証実験 

○障害者及び見守り者向

け啓発リーフレット等の作成・

配布による注意喚起 

(2) 

高齢化の

進行 

○ネット関連トラブル等、高齢者

が消費者問題の変化に

応じた判断力を身につ

ける講座の開催 

○高齢者からの消費生活

相談への的確な対応 

 

相談に占める割合 

60 歳以上：約 40％ 

75 歳以上：約 25％ 

○「高齢者等被害防止ネッ

トワーク」による地域で

の見守り 

 

○「くらしの安全・安心推

進員」委嘱及び活動支援 

 

○特殊詐欺被害防止にか

かる啓発講座の開催 

(3) 

高度情報化 

○スマホ普及に対応した

情報リテラシー強化 

○デジタル化への対応等、

県による消費生活相談

の高度化 

 

－ 

(4) 

大規模災 

害等多発 

○社会に配慮した消費行

動に向けた地域での研

修会開催 

 

○消費者団体と連携した

「ひょうごスタイル」の

呼びかけ 

○感染症拡大に対応した

オンライン相談実施 

 

 

○不確かな情報の流布や

風評被害払拭のための

正確な情報発信、啓発 

 

○便乗した悪質商法の未

然防止及び救済 

(5) 

社会を意識

した消費 

○エシカル消費実践フォ

ーラムの開催 

 

○事業者との連携によるエ

シカルコーナー設置促進 

－ 

○事業者が社会的責任を

果たす消費者指向経営

の発信 

(6) 

グローバル化 

○越境取引におけるトラ

ブルなど、情報の迅速な

発信 

○ひょうご多文化共生総

合相談センター等と連携

した外国人県民の消費者

トラブル対処 

－ 

 

2 
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Ⅰ 計画の策定に当たって 

 

１ 計画策定の趣旨 

   本県は、昭和 40 年に全国初の消費生活センターを設置し、先進的に消費生活

行政に取り組んできた。平成 22 年には県内全市町に消費生活センターが設置さ

れ、県・市町連携のもと、県民の消費生活の安定及び向上に向けた消費生活行政

を推進している。 
   また、平成 27 年３月に兵庫県消費者教育推進計画を策定し、平成 30 年３月に

は社会状況の変化等を踏まえて改定のうえ、全県的な消費者教育を推進するため

の取組を行ってきた。 
   さらに、本県の消費生活行政の高度化を図るため、平成 30 年に県の相談業務

を県立消費生活総合センターに集約し、県内消費生活センターの中核センターと

しての機能を強化した。令和元年７月には、県立消費生活総合センターをリニュ

ーアルオープンし、県民の消費者学習の場として、同センター内に消費生活情報

プラザを設置するなどの整備を行った。 
   本計画は、県立消費生活総合センターを核とした体制において、県消費生活行

政を展開していく指針であり、現行の兵庫県消費者教育推進計画（期間：平成 30
～令和２年度）の改定にあわせ、消費生活相談、消費者の安全・安心確保も含む

消費生活行政全般の方向性を示す基本指針として策定する。計画に基づき、市町

との役割分担のもと、消費生活行政における中核としての県の機能を充実させ、

機動的な消費生活行政を推進する。 
 
２ 計画の位置づけ 

（１）消費者教育の推進に関する法律第 10 条第 1 項に基づく都道府県消費者教育推

推進計画 
（２）社会情勢の変化を踏まえ、県の消費生活行政を総合的かつ計画的に推進してい

くための基本指針 
   ※「地方消費者行政強化作戦 2020（消費者庁、令和２年４月１日）」において

「地方版消費者基本計画の策定」が政策目標の一つとされたことに対応する

県の消費者基本計画 
 
３ 計画の期間 

  令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間 
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Ⅱ 消費者を取り巻く現状と課題 

１ 社会状況の変化 

（１）民法改正による成年年齢引下げ 

   民法の改正により、令和４年４月から、成年年齢が 18 歳に引き下げられる。

未成年者が親の同意を得ずに契約した場合には、民法で定められた「未成年者取

消権」によって、その契約を取り消すことができる。しかし、成年年齢が引き下

げられると、18～19 歳の若者が未成年者取消権を行使できなくなる。 
   18～19 歳は、多くの者にとって、大学への進学や就職に伴い、生活環境が大き

く変わる時期でもある。社会経験が乏しいまま、未成年者取消権を持たずに契約

をする機会が多くなる若者は、悪質業者のターゲットになる可能性が高く、消費

者被害が拡大する恐れがある。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢化の進行 

   本県人口の高齢化は年々進行しており、総務省「人口推計」によると、令和元

年 10 月における 65 歳以上人口は 159 万２千人、全人口の 29.1％となった。う

ち、75 歳以上の高齢者は 81 万 9 千人、15.0％となっている。 

また、高齢者の一人暮らしも増加しており、総務省「国勢調査」では、平成 27

年における 65 歳以上の単独世帯は 286 千世帯となった。75 歳以上の単独世帯は

157 千世帯で、高齢者単独世帯の半数以上である。 

   高齢化や独居化の進行等に伴い、孤立した高齢者が消費者トラブルに巻き込ま

れやすい状況が生まれている。また、60 歳代、70 歳代からの消費生活相談にお

いても、デジタルコンテンツその他にかかる相談が上位を占めており、インター

ネットを介した取引に伴う被害が高齢者にも多くなっているなど、高齢者が直面

する消費者問題の内容に変化がみられることに留意する必要がある。 

 

（資料：県立消費生活総合センター調べ） 

図表１【若年者の消費者トラブル関連相談件数（兵庫県内、令和元年度）】 
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（３）高度情報化の進展 

   総務省「通信利用動向調査」によると、令和元年度におけるインターネット利

用率は、13～69 歳で９割を超えている。スマートフォン保有者は約３人に２人に

達しており、SNS（ソーシャルネットワーキングサービス、Facebook・Twitter・

Instagram・LINE など）の利用も 13～59 歳で７割を上回っている。 

   デジタル空間に手軽にアクセスできるようになったことで、インターネット通

販などの電子商取引が大幅に拡大しているほか、スマートフォン等を用いたキャ

ッシュレス決済、民泊やライドシェア（相乗り）等のシェアリングエコノミーな

どが広まっている。 

こうした中、消費生活相談では、デジタルプラットフォーム（オンラインショ

ッピングモールやインターネットオークション、シェアリングエコノミー・プラ

ットフォームなど）が介在する取引でトラブルが発生している事例が見られる。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：兵庫県「兵庫県内の消費生活相談状況」） （資料：総務省「国勢調査」） 

図表３【70 歳以上高齢者の消費生活相談［苦情］件数（兵庫県）】 

（資料：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」） 

図表４【BtoC-EC（事業者･消費者間電子商取引）市場規模の推移（全国）】 

図表２【高齢者の単独世帯数（兵庫県）】 
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   今後は、情報通信技術の浸透が生活をあらゆる面で変化させるデジタルトラン

スフォーメーションが、一層急激に進展していくことが見込まれる。消費形態も

更に変化していくものと考えられ、従来には見られなかったリスク・課題が出現

する可能性がある。 

 

（４）大規模災害等の多発 

   近年、地震や台風、豪雨などの自然災害が多発・激甚化している。住宅の修理

工事に関するトラブルなど、便乗した悪質商法が災害のたびに多発する。 

さらに、令和２年の初めから、我が国を含め世界中で新型コロナウイルス感染

症が拡大した。SNS による誤った風説をきっかけとして生活関連物資が品薄にな

るなど、消費者による買いだめ行為が見られたほか、不安感の高まりにつけ込ん

だ悪質商法等による消費者被害も発生した。 

   こうした災害時には、不確かな情報の拡散等により不安感が高まり、消費者の

合理的な判断や行動が妨げられる傾向がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）社会や環境を意識した消費行動への要請 

   平成 27 年に国連サミットにおいて採択された SDGs（持続可能な開発目標）は、

誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けて取り

組むものである。SDGs の一つである「つくる責任つかう責任」は、事業者任せで

なく消費者自らが意識を持ち、行動することが前提となっている。 

また、温暖化等の環境問題のほか、発展途上国における劣悪な労働環境、被災

地の復興、疲弊する地域経済など、消費生活の中で、社会課題の解決に向けた取

組が行えることは数多くある。 

これらの課題に対し、消費者は、環境を配慮した商品やフェアトレード(*)商品、

被災地産品の購入、地産地消の推進などの消費行動により、解決に向けて貢献す

ることができる。さらに、消費者が社会や環境を意識して行動することは、課題

解決に向けた事業者の取組を後押しすることにつながる。 

＊フェアトレード：発展途上国の原料や商品を適正な価格で、継続的に取引する貿易の仕組み。 

図表５【新型コロナウイルスに関連した消費生活相談事例】 

事例 内容 

マスクの送りつけ 宅配便で荷物が届いたので開けるとマ
スクが１箱入っていた。家族の誰も注
文した覚えがないし請求書も同封され
ていない。 

携帯電話会社をかた
った詐欺 

携帯電話会社から「新型コロナの支援
として利用料金を１万円免除します」
というメールが入った。手続きはして
いないが、詐欺ではないか。 

特別給付金にかかる
詐欺 

「給付金配布につきお客様の所在確
認」というタイトルのメールが届いた。
「お渡し方法は係の者がマスクをつけ
て伺う場合がある」とある。 
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（６）グローバル化の進展 

   世界規模でモノやサービスの流通が拡大し、消費者は数多くの国や地域で生

産・提供された商品を用いて日常生活を送っている。また、インターネットを通

じて、直接、海外事業者と消費者が契約する越境取引も拡大しているが、消費者

が海外サイトと気がつかないまま取引している事例もある。越境取引によりトラ

ブルが生じた場合、言葉の問題や商慣習の違い等により、解決が困難になること

が多い。 
   一方、近年、県内在留外国人数は大幅に増加しており、令和元年には約 11 万

6 千人となっている。平成 31 年４月には、在留資格「特定技能」による外国人材

の受け入れが始まるなど、今後、在留外国人による消費が拡大していくことが予

想される。訪日観光客も含め、外国人が消費者トラブルに関わる場合への対応が

必要である。 
国民生活センター越境消費者センターにおける機能強化が図られていること等

を踏まえ、グローバル化への対応に当たっては、関係機関との連携が重要である。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

図表６【持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）】 

（資料：兵庫県国際交流課「兵庫県内在留外国人数」） 

図表７【兵庫県内在留外国人数の推移】 
 



- 6 - 
 

２ 兵庫県における消費生活相談の状況 

   令和元年度において、県内の消費生活相談窓口に寄せられた相談件数は 46,864

件であり、うち消費者トラブルを示す苦情相談は 40,251 件と、２年連続で４万

件を超え高水準で推移している。 

年代別では、60 歳以上が全体の約４割、70 歳以上が１／４を占めている。また、

消費者トラブルでの平均支払額は、全体平均では約 50 万円だが、契約者が高齢に

なるほど高額になり、80 歳以上では約 94 万円となっている。一方で、19 歳以下

及び 20 歳代においても、苦情相談の件数が２年連続で増加している。 

相談内容をみると、メールや SMS（ショートメッセージサービス）等による架

空請求に関する相談がもっとも多い。さらに、健康食品・化粧品の定期購入トラ

ブルが急増しているほか、水回り修理に関する苦情も多く寄せられている。 

健康食品・化粧品のトラブルではインターネット通販が７～８割を占めるなど、

スマートフォンの普及等により、インターネットに関連した苦情相談が各年代で

多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 29 年度(2017 年度) 平成 30 年度(2018 年度) 令和元年度(2019 年度) 

19 歳以下 122,791 円  138,234 円 84,272 円 

20 歳代 246,175 円  261,913 円 305,863 円 

30 歳代 466,877 円  487,103 円 403,733 円 

40 歳代 354,067 円  545,026 円 408,419 円 

50 歳代 378,586 円  470,709 円 344,115 円 

60 歳代 697,135 円  768,098 円 533,367 円 

70 歳代 1,183,503 円  980,432 円 713,522 円 

80 歳以上 1,739,003 円  1,245,185 円 936,884 円 

全体 689,585 円  630,873 円 495,095 円  

 

図表 10【苦情相談の契約当事者年代別平均支払額（兵庫県）】 
 

（注）1 円以上支払った人    （資料：兵庫県立消費生活総合センター「令和元年度 兵庫県内の消費生活相談状況」） 

図表８【年度別相談件数の推移（兵庫県）】 
図表９【苦情相談の契約当事者年代別構成 

（兵庫県、令和元年度）】 
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３ 消費者の意識 

消費者の意識や実態を把握するため、令和２年７～８月に県民モニター及び大

学生を対象にアンケート調査を行った。 

【県民モニターアンケート調査】 

・対  象：県民モニターとして応募した兵庫県在住・在勤・在学の県政に関心の

ある 18 歳以上の県民 

・回答者数：1,689 人 

【大学生の消費者教育に関する実態調査】 

・対  象：「くらしのヤングクリエーター（P25 参照）」が関西地域 20 大学で無

作為に選んだ大学生 

・回答者数：511 人 

（１）消費者トラブル 

     県民モニターで、過去３年間に消費者トラブルに遭った人は 11.5％で前回調

査（平成 28 年９月）の 16.5％から５ポイント減少した。そのうち 49.5％は被害

を受けたことについてどこ（誰）にも相談していない。 

   相談しなかった理由では、「相談しても解決するとは思えなかった」「相談す

るほどの被害ではなかった」「自分で解決しようとした」が３割を超えた。 

 

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

（２）消費者ホットライン１８８ 

    消費者ホットライン１８８(＊)について

認識している人の割合は、前回より 14.1

ポイント増加し、５割以上となった。 

図表 11【消費者トラブルの相談先(県民モニター)】 図表 12【相談しなかった理由(県民モニター)】 

図表 13【消費者ホットラインについて(県民モニター)】 

＊「消費者ホットライン１８８」 
：局番なしの「１８８」に電話をかけ、アナウン

スに従って操作すると、居住地の消費生活セン
ターなどにつながり、消費者トラブル等の相談
ができる。 
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（３）消費生活に関する情報 

    県民モニター・大学生ともに、テレビ・ラジオから情報を取得している人が多

い。次いで県民モニターでは、「行政の広報誌」「新聞や雑誌の記事・広告」と

なっており、大学生では「大学のガイダンスや授業等」「インターネット検索」

が続いているものの、「インターネット検索」でも２割を下回り、大学生の情報

入手の機会が少ないことがうかがわれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）心がけている消費行動 

県民モニター、大学生ともに「食品ロスをなくす」が５割を超えており、県民

モニターでは前回より 8.7 ポイント、大学生では前回調査（平成 29 年７月）から

13.8 ポイント増加している。 

その他では、「購入・契約の際に表示や説明をよく読む」を心がけている人が

多く、大学生では「周りの人に良いと感じた商品・サービスを伝える」は前回と

同様に４割以上となっているが、県民モニターでは 5.4 ポイント減少して３割以

下となった。 

商品の購入では、「地産地消の商品を購入」「環境に配慮した商品を購入」、

新規項目である「災害や緊急事態宣言時などに過度な買いだめをしない」におい

て、県民モニターでは４割を超えたが、大学生は２割前後である。また「被災地

の商品を購入」「フェアトレード商品を購入」について県民モニターでは２割未

満となっており、大学生では１割に満たない。  

図表 14【消費生活に関する情報入手(県民モニター)】 図表 15【消費生活に関する情報入手(大学生)】
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消費生活センターへの相談については、「トラブルがあればセンターに相談す

る」が県民モニター27.3％、大学生 9.4％、「身近に困っている人がいたらセンタ

ーへ相談を勧める」が県民モニター15.6％、大学生 4.9％である。また「消費者問

題の報道に関心を持つ」は県民モニター25.0％、大学生 10.6％と、前回と同様の

傾向であるが、大学生の消費者問題への関心が低い。 

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 16【心がけている消費行動(県民モニター)】 図表 17【心がけている消費行動(大学生)】 
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（４）非常時に問題だと思う消費行動 

感染症拡大や災害等の非常時に問題

だと思う消費行動について、県民モニ

ターの回答は、「買い占めにより食品

がなくなること」「買い占めにより衛

生用品がなくなること」「SNS 等により

不確かな情報が広まること」が５割以

上となった。 

 

（５）エシカル消費 

     エシカル消費(＊)について、「言葉も

内容も知っている」「言葉は知っている

が内容は知らない」の合計は約３割

(29.3％)となっている。 
＊「エシカル消費」(倫理的消費) 

：人や社会・環境に配慮した商品等を選んで消費すること。 
【例】環境に配慮した製品を購入する、食品ロスを 

なくす、地産地消の食品を購入するなど。 

（６）消費者教育 

    県民モニターが、消費者教育を行う場として最も重要だと思うのは「中学校」

「地域」「小学校」が多い。 

   大学生が、消費者教育を推進するために行政に対して求めることでは、「タイ

ムリーな情報提供」が多くなっており、「消費者教育教材の作成・配布」「大学

生自らが企画できる機会の提供」「テーマ別講座や研修会等の開催」が２割を超

えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 20【消費者教育を行う重要な場(県民モニター)】 

図表 19【エシカル消費について(県民モニター)】 

図表 21【消費者教育を推進するために行政に対して求めること(大学生)】 

図表 18【非常時に問題だと思う消費行動(県民モニター)】 
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（７）行政の取組として望むこと 

    「指導・取締の強化」「消費者被害・トラブル・商品リコールなど情報提供の

充実」「消費生活相談窓口の的確な対応」が６割を超え、多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表22【行政の取組として望むこと(県民モニター)】 
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４ 学校における消費者教育 

  学校における消費者教育の実施状況を把握するため、県内の小・中・高等学校、

特別支援学校を対象に、令和２年７～８月に調査を行った。 

  【消費者教育に関する実施状況調査】 

   ・回答数：小学校 679 校、中学校 329 校、高等学校 179 校、特別支援学校（高等部）21 校 

   

（１）消費者教育の年間時間数 

    全校種で「６～10 時間」が多いが、中学校では「11～15 時間」も同じ割合を占

めており、特別支援学校では「21 時間以上」が最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 23-1【小学校】 図表 23-2【中学校】

図表 23-4【特別支援学校】
図表 23-3【高等学校】
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（２）消費者教育を行う講師 

消費者教育を行っているのは、「担任教員」または「家庭・公民分野担当教員」

となっており、外部講師の活用については、「消費生活センター職員」または「警

察」が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ＊中学校、高等学校、特別支援学校では、R２調査より「教科担当教員」を「家庭分野担当 

教員」と「公民分野担当教員」に変更した。 

    

 

  

図表 24-5【特別支援学校】

図表 24-2【中学校】
図表 24-1【小学校】

図表 24-3【高等学校】
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（３）教員研修 

消費者教育を担当する教員が、消費者教育に関する研修や講座を受講した割合

は、小学校では過去３回で最も低くなったが、中学校、高等学校、特別支援学校

では、過去３回で最も高くなった。受講したことがない理由は、全校種で「他の

業務で時間をとられる」「研修の機会がない」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）消費者教育を充実するために必要なこと 

    授業等で活用しやすいまたは効果があると思われる教材は、全校種で「ＤＶＤ

等映像の教材」が最も多い。また、消費者教育を充実させるために必要なことは、

「実践事例の紹介」「教材の作成・配布」が全校種で多く、高等学校では「消費者

被害の最新情報の定期的な提供」も多く、特別支援学校ではそれらに加えて「外部

講師等を活用した消費者教育授業」も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 25【研修や講座等を受講したことがある教員】
図表 26【研修や講座等を受講したことがない理由】

図表 27【活用しやすい・効果がある教材】 図表 28【教育充実のために必要なこと】
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５ 市町における消費者教育 

  県内 41 市町における、消費者教育の実施状況を把握するため、消費生活行政担

当課を対象として、令和２年７～８月に調査を行った。 

 

（１）実施状況 

すべての市町が何らかの消費者教育に関する事業を実施しており、対象別では

「高齢者（37 市町）」が最も多く、「成人（34 市町）」、「小学生（28 市町）」、

「中学生（24 市町）」が続いた。 

    

  幼児 小学生 中学生 高校生 大学生 成人 高齢者 障害者 その他 

実施市町数 10 28 24 22 14 34 37 12 7 

講座・セミナー等 6 23 17 16 5 26 37 9 5 

チラシ等情報発信 7 21 21 17 13 33 33 11 5 

 

（２）消費者教育を推進するために必要なこと 

   市町が消費者教育を推進する上での課題は、「予算の確保」「マンパワーの確保」

がともに 25 市町で最も多い。「教育委員会との連携」が課題と考える市町は 23 市

町と続いており、半数を超えている。 

  教育委員会との連携状況については、11 市町が「連携していない」と回答してお

り、前回調査（平成 29 年７月）より１市町増えたが、「出前講座等を連携実施」し

ている市町は７市町増え、21 市町となった。 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表30【消費者教育を推進する上での課題】

図表 29【市町における対象別消費者教育実施状況】

図表 31【教育委員会との連携状況】

（令和２年度調査） 
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（３）消費者教育を推進する上で県に対し求めること 

  「教材の作成・配布」「講師やアドバイザーの紹介」が多くなっており、「テー

マ別講座や研修会等の開催」「タイムリーな情報提供」が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜消費者の意識、学校及び市町における消費者教育での課題＞ 

・若者(大学生)の消費者問題に対する関心が低い。 

・心がけている消費行動としては、エシカル消費に関わる項目もみられるが、持

続可能な社会の形成に向けた意識としては認識されていない。 

・県民は、小中学校、地域での消費者教育を重要だと考えているが、その役割を

担う市町では、予算及びマンパワーの確保が課題となっている。 

・多忙な教員に配慮した研修機会の充実や、外部講師による消費者教育の支援が

必要とされている。 

・活用しやすい教材の作成や配布が学校、市町だけでなく、大学生など多方面か

ら求められている。 

・消費者被害や最新の事例、消費生活に関するタイムリーな情報など、各世代に

対応した消費生活情報の発信が必要である。 

 

 

  

図表 32【消費者教育を推進する上で県に対し求めること】
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Ⅲ 兵庫県消費生活行政の方向性 

１ 目標 

 
 
   県民はだれもが消費者であり、消費生活の安定及び向上は、安全で安心なくら

しを実現するうえで不可欠である。また、地球温暖化等の社会課題の解決に加え、

自然災害発生時やコロナ禍等に対応するには、消費者が社会の担い手としての自

覚と責任を持ち、適切な消費行動をとることが重要である。 
   そのため、県は、消費者の権利の尊重と自立の支援を基本理念としつつ、消費

生活に関わる多様な機関・団体等との連携・協働のもと、安全安心な消費生活の

実現を図るとともに、持続可能な社会づくりにつながる県民一人ひとりの消費行

動を促進する。 
 
２ 推進体制 

（１）県の体制 

   「兵庫県安全安心な消費生活推進本部」（知事を本部長とし、関係部局で構成）

により、消費生活行政を全庁的に推進するとともに、県民生活審議会消費生活部

会（消費者教育推進法に規定する消費者教育推進地域協議会に位置づけ）におけ

る検討をもとに取り組む。 

   また、県立消費生活総合センターを「県内消費生活センターの中核センター」

「全県の消費者教育の中核拠点」として、専門的・広域的な消費生活行政を企画

調整し、施策を実施する。加えて、県内各地の県民局・県民センターに設置して

いる消費者センターにおいて、消費者教育・啓発を実施するとともに、消費者活

動を行う団体等を支援する。 

   さらに、県の消費生活行政の推進に当たっては、令和２年７月に徳島県内に設

置された消費者庁新未来創造戦略本部と連携し、同本部による各プロジェクトへ

の参画を図る。 

 

（２）各主体の役割分担と連携 

  ①県と市町の役割分担 

   市町は、地域住民に身近な自治体として、地域の実情に応じた消費者教育を実

施するとともに、消費生活に関して住民がまず相談する窓口を担い、住民の消費

者トラブルに対応する。県は、広域的・専門的な課題に対応しながら、県民が県

内どこに住んでいても、等しく消費者教育や消費生活相談を受けることができる

よう、消費者教育人材・教材等の情報提供や消費生活相談員向け研修の実施等に

より、市町を支援し、連携・協働して消費生活行政を推進する。 

 

安全安心な消費生活と社会に配慮した消費行動の実現 
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②消費生活部局と教育委員会、警察との連携 

   消費者教育を推進するうえで、教育委員会との連携は不可欠である。消費生活

部局は、教育現場のニーズを踏まえ、関係機関とも連携しながら、教員向け研修

の充実、最新の消費者被害の情報提供、教育・実践事例の紹介等を通じて、学校

における消費者教育を推進する。 

   また、消費者被害の未然防止・救済に当たっては、警察とも連携のうえ、悪質

事業者の指導取り締まりや、高齢者等の見守りを実施する。     

 

  ③多様な主体との連携 

   消費者団体は、地域に根ざした活動を行っており、事業者は事業活動を通じて

消費者と密接につながっている。こうした多様な主体と連携・協働することによ

り、きめ細やかな消費生活行政施策を推進することが可能となる。本県と消費生

活にかかる協定を締結している兵庫県弁護士会をはじめ、関係機関・団体の連携・

協働による取組により、消費者教育・啓発や、消費トラブルの防止を推進する。 

   また、ひょうご消費生活三者会議（消費者団体・事業者団体・行政 25 団体で

構成）等のネットワークにより情報の共有を図る。 

 

３ 施策の柱 

   消費生活行政の推進に当たっては、社会情勢の動きに伴う消費者問題の多様

化・複雑化に迅速に対応する必要がある。時代に即した実効性ある施策を的確に

進めるため、本計画推進に当たっては、消費者への適時での情報提供・教育、消

費生活相談における的確な対応、事業者に対する適正な指導に重点を置きながら、

以下を施策の柱として取組を進める。 

（１）消費者教育・活動の推進 

（２）消費生活相談対応力の充実 

（３）消費者の安全・安心確保の推進 

 

４ 推進に当たっての視点 

   成年年齢引下げや超高齢化、持続可能な社会の構築、新たな消費形態への対応

等、計画期間中において特に課題となる下記の分野について、留意しながら取組

を進める。 

（１）成年年齢引下げを踏まえた若年者への取組強化 

   令和４年４月に成年年齢が 18 歳に引き下げられることにより、18～19 歳の若

者が悪質事業者の新たなターゲットになる可能性が高い。特に、若年層では、友

人関係をもとに、マルチ商法（商品・サービスを契約して、次は自分がその組織

の勧誘者となって紹介料報酬等を得る商法）等のトラブルに遭う事例も多く見ら

れる。 

   若者が被害に遭わないための知識を身につけるとともに、悪質商法に加担する



- 19 - 
 

加害者とならないよう、高等学校・特別支援学校を中心に大学を含む様々な場や

機会を通じた消費者教育を推進する。また、被害に遭った際には、消費生活セン

ターに相談することが被害の拡大防止につながることから、相談窓口の若者への

周知や、若者が相談しやすい体制づくりが重要である。 

【取組指標】 

指標 R1 実績 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

消費者トラブルへの対応や消費者問題

に関心のある高校生・大学生の割合  
29.6％ (＊) 30.0％ 40.0％ 

くらしのヤングクリエーター活動認定

証交付数 
198 人(累計) 200 人(累計) 250 人(累計) 

消費生活センター等が実施する教員向

け研修の開催回数 
12 回/年 ８回/年 12 回/年 

＊令和元年度に行ったアンケート調査の高校生・大学生集計による。 

 

（２）消費者被害に遭いやすい高齢者・障害者や周囲への取組強化 

   高齢者からの消費生活相談は、高齢化率を上回る割合で増加しており、被害額

も高齢になるほど高額になる傾向がある。高齢者や障害者は、加齢や障害により

判断力が不十分な状態となり、消費者トラブルに巻き込まれてしまう恐れがある

が、自分が被害に遭ったことを認識しなかったり、隠したりする場合も多い。一

方で、老後資金を搾取されるなど、トラブルに遭った場合の生活への影響は大き

い。 

   被害の防止や救済のためには、高齢者や障害者本人への啓発とともに、家族や

周囲による見守りが重要である。出前講座などの消費者教育を実施し、困ったと

きや不審に思ったときは、すぐに消費生活センターや家族・知り合いなどに相談

するよう、高齢者等への意識づけを行う。また、各種地域団体や社会福祉協議会、

介護サービス事業者、障害福祉事業者等関係者への情報提供を行い、地域の見守

り活動の充実を図る。 

【取組指標】 

指標 R1 実績 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

過去３年間に消費者トラブルに遭った

ことのある人の割合 

11.5％ 

（R2 年調査） 
－ 8.0％ 

消費者トラブルで既に支払いをしてい

る人の割合 
11.9％ 15.0％ 10.0％ 

くらしの安全安心推進員による啓発活

動数(＊) 
1,698 回/年 1,000 回/年 1,700 回/年 

＊くらしの安全安心推進員 
：地域の消費生活のリーダーとして、消費生活に関する情報の収集・提供や啓発活動などを行う
とともに、消費者被害に遭いやすい高齢者等への見守り活動を行う。 
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（３）社会や環境を意識した消費行動の醸成の強化 

   平成 27 年に国連サミットで持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が採択され、誰

一人取り残さない社会の実現に向けた世界的な気運が高まっている。深刻化する

地球規模での環境問題や社会問題に対応するには、持続可能な社会の形成につな

がる消費行動が求められており、消費者は、自らの消費行動が経済だけでなく社

会や環境に影響を与えることを理解する必要がある。 

   とりわけ、新型コロナウイルス感染症に対応した新しい生活を営むに当たって

は、消費者が不確かな情報に左右されることなく、自ら主体的、合理的、社会的

に判断し、適切な行動に結びつけることが求められる。 

   こうしたことから、人や社会・環境に配慮した消費行動であるエシカル消費（倫

理的消費）の普及を推進する。 

【取組指標】 

 

（４）デジタル化やポストコロナを見据えた新たな消費形態等への対応 

   情報通信技術が日常生活に浸透するデジタル化が進行し、キャッシュレス等多

様な決済手段が生まれるなど、消費されるモノやサービスの内容及び供給方法の

変化は激しく、新たな消費形態が次々と生まれている。 

   また、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、マスクなどの衛生用品への需要

が大幅に高まったほか、オンラインショッピングの推奨など、新たな生活様式の

実践が求められ、消費者を取り巻く環境はごく短期間で大きく変化した。 

  消費生活行政の推進に当たっては、高度情報化をはじめとした社会の急激な変

化に対応できるよう、消費生活相談員の知識等のスキルアップを常に図り、相談

対応を行う必要がある。また、関係機関との連携を密にしながら、常に情報収集

を行い、消費者への情報発信を適時かつ的確な内容で推進する。 

【取組指標】 

指標 R1 実績 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

最新の手口や対処法を掲載した事例集

や動画等の配布・閲覧数（＊） 
2.5 万(２年間) ３万(３年間) ５万(３年間) 

＊令和 2年度までは事例集の配布部数。 

   

指標 R1 実績 前回目標値(R2) 目標値（R5） 

実施している県民の割合が 60％以上の

エシカル消費行動項目数 
４項目 － ６項目 

エシカル消費に取り組む団体等と協働

で取り組んだ事業数 

53 回 

(２年間) 

50 回 

(３年間) 
60 回(３年間) 
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Ⅳ 推進方策 

県消費生活行政の推進に当たっては、市町、関係機関・団体との連携のもと、消

費者教育・活動の推進、消費生活相談対応、消費者の安全・安心確保を一体的・総

合的に展開する。 
【消費生活行政の総合的な推進】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消費者の 
安全・安心確保 

消費者教育・活動 

消費生活相談 

見守りから消費生活
ｾﾝﾀｰへのつなぎ 

被害時の速やかな相談 

相談情報を活用した教育 

相談情報に基づく注
意喚起、事業者指導 

加害者の抑制 
見守りの担い手育成 

現場の実態に 
即した情報提供 

１ 消費者教育・活動の推進 （１）ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞ等に応じた消費者教育の推進 

（２）消費者教育の担い手の育成・活用 

（１）県消費生活センターの機能充実 

（３）消費者活動との協働 

（４）エシカル消費の普及 

（５）消費生活情報の発信 

２ 消費生活相談対応力の充実 

（２）市町への支援 

（５）信頼される事業者活動の推進 

（１）取引の適正化 

（２）消費者事故の防止 

（３）高齢者・障害者等への見守り推進 

（４）災害時等における安心確保 

３ 消費者の安全・安心確保の推進 
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１ 消費者教育・活動の推進 

  消費者被害の拡大が特に懸念される若者、高齢者、障害者に重点を置きながら、

消費者教育の機会が提供されることが消費者の権利であることを踏まえ、ライフス

テージに応じた消費者教育を展開する。主体的・合理的に判断して適切に行動でき、

被害に遭わない消費者を育むとともに、社会の一員として、より良い市場と社会の

発展のために積極的に関与する消費者力の向上を推進する。 

 

（１）ライフステージ等に応じた消費者教育の推進 

 ① 取組方針 

   ○幼児期から高齢期までのライフステージや、家庭・地域・学校等の場に応じ

た様々な教育の場面を活用して、効果的に消費者教育を受けることができる

よう取組を進める。 

 ② 施策展開 

○幼児から小中学生及びその保護者の実践的な能力を育むことを目標に、参加・

体験型学習会を開催するとともに、市町の消費生活行政担当課と教育委員会

との連携を支援し、幼児向けや小中学校での出前講座の展開を強化する。 

○成年年齢引下げにより新たなターゲットになる年齢層や、障害のある消費者

については、特に社会に出る前から金銭感覚を身につけ、消費者トラブルを

学ぶことが重要である。被害に遭わないための知識を得るとともに、悪質商

法に加担する加害者とならないよう、高等学校・特別支援学校等での出前講

座や成人式の場面などを活用し、消費者教育を強化する。 

○新型コロナウイルス感染症対策によりアクティブラーニングやグループワー

クの学習形態が行えない場合を踏まえ、動画を活用した授業や、オンライン

で参加できる講座などポストコロナ社会を見据えて講座内容を拡充する。 

○スマートフォン等の普及を背景として、小中学生から高齢者までネット関連

の消費者トラブルが増加していることを踏まえ、あらゆる世代での情報リテ

ラシーの強化に向け、携帯電話事業者等とも連携のうえ取り組む。 

○金融に関する知識や情報を正しく理解し判断できる力が求められており、日

本銀行等とも連携しながら、金融リテラシーを高める教育を推進する。 

③ 主な取組 

消費者教育体験学習会の開催 

 幼児から小中学生、その保護者などを対象

に、身近な製品の使用方法やお金の管理に関す

る学習会を開催。楽しみながら参加・体験する

ことで消費者力の向上に向けた実践的な能力

を養成。 
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幼児向けや小中学校での出前講座開催の支援 

 幼少期から消費者教育を受けるこ

とができるよう、市町消費者行政担

当課と教育委員会との連携を県が支

援し、幼児向けや小中学校での出前

講座の展開を強化。 

 

 

高等学校・特別支援学校等での出前講座内容の拡充 

 成年年齢引下げにより起こりや

すい消費者トラブルの事例学習や、

新学習指導要領に対応したグルー

プワーク等を取り入れた授業方法

を提案。コロナ禍にあっても実践的

な能力を育むため、ＤＶＤなどの動

画を活用した授業内容を検討する

など、ポストコロナ社会を見据えて

講座内容を拡充。 

 

職場での消費者教育講座開催 

事業者等の従業員向け新任研修や、

県職員向けライフプランセミナー等

の機会を活用し、最新の消費者トラブ

ル事例などをテーマとした出前講座

を実施。 

 

 

地域での高齢者向け消費者教育の推進 

高齢者でもインターネット関連の

消費者トラブルが増加している状況

等を踏まえ、高齢者が直面する消費者

問題の内容変化に応じて判断する力

を身につけられるよう、地域に密着し

た消費者教育を推進。 
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（２）消費者教育の担い手の育成・活用 

 ① 取組方針 

   ○学校や地域、職場など様々な場において消費者教育を提供するためには、消

費者教育を担う人材が必要である。コーディネート機能を担う人材の養成や

活動支援とともに、教育機関における教職員の消費者教育に関する指導力の

向上を支援する。 

② 施策展開 

○地域で活躍する消費者リーダーや消費生活相談員など、消費者教育のコーデ

ィネートの役割を担う人材の活動を支援するため、情報交換会やスキルアッ

プ研修を実施するとともに、最新の消費生活情報等を提供する。 

○学校の教職員には、消費者教育の推進役としての役割があることから、改訂

された学習指導要領を確実に教育現場に反映させ、より効果的な消費者教育

を行うため、教材・プログラムの活用方法の提案や専門的講師による教員向

け研修を実施する。 

○若者（大学生）が消費生活リーダーとして自主的に企画・運営するワークシ

ョップの開催をはじめ、若者向けを中心とした消費者啓発活動を顕著に実践

する若者（大学生）に対し、「くらしのヤングクリエーター」の認定を行い、

次世代の消費者教育にかかる担い手として育成する。 

③ 主な取組 

消費者教育コーディネーター等への支援 

 地域で活躍する消費者リーダーや 
県・市町の行政職員等、消費者教育

のコーディネートの役割を担う人材

を対象に、スキルアップ研修や最新

の消費生活情報等の提供、情報交換

会等を実施し、消費者教育に関する

知識をさらに深められるよう支援。 

 

教員向け研修の実施 

 学習指導要領の内容を確実に教育現

場に反映させ、消費者教育に関する授

業を効果的に行うことができるよう、

最新の消費生活情報の提供や、教材・

出前講座のプログラム活用方法などを

テーマとする教員向け研修を実施。 
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大学生による次世代への消費者教育に対する支援 

 平成 22 年に、県と大学生協神戸事業

連合（現在の大学生協事業連合関西北陸

地区）が締結した「次世代の消費者教育･

学習に関する協定」に基づき、消費生活

に関する研修等を受けた大学生を「くら

しのヤングクリエーター」と位置づけ、

活動認定証を交付。 

 

くらしのヤングクリエーターが自ら

企画する、事業者・NPO 法人等、多様な

団体や異世代とのワークショップ開

催、啓発活動等の展開など、若者の消費

者力アップに向けた主体的な活動に対

し、大学等との連携のもと支援。 

 

 

（３）消費者活動との協働 

 ① 取組方針 

   ○県内では、50 を超える消費者団体等が、県民の消費生活の安定及び向上を確

保することを目的に、消費者活動の中核として、地域に根ざした取組を継続

的に行っており、県はこれらの団体と連携協働し、支援する。また、市町消

費生活センターと地域の消費者とのパイプ役を担う「くらしの安全・安心推

進員」を委嘱し、その活動を推進する。 

 

② 施策展開 

○自立した消費者を育成するため、消費者団体が実施する消費生活に関する学

習会や講演会、実践活動を支援することにより、消費者が主体的に消費者ト

ラブルを解決する機運を盛り上げる。 

○身近な人の消費者被害の未然防止や被害の拡大を防ぐため、地域で活動する

「くらしの安全・安心推進員」を対象として、定期的な情報提供や活動支援

ノートの配布、研修会等を実施し、活動を支援する。 

○これからの兵庫を担う若者への働きかけとして、高等学校等と消費者団体が

協定を締結し、消費者教育・学習に協働で取り組む活動を支援する。 

○消費者教育に取り組む NPO 法人等とも連携し、幅広い層を対象に、多様な手

法を用いた消費者教育・啓発を進める。 
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③ 主な取組 

消費者団体等との協働による啓発 

 自立した消費者を育成・支援するため、

消費者団体・女性団体との協働により、消

費生活に関する学習会、パネル展、街頭啓

発キャンペ―ン、消費生活情報の提供等を

実施。 

 

 

兵庫県消費者団体連絡協議会の取組 

これからの兵庫を担う高校生等が、消費

生活について正しく理解し、冷静に行動で

きる消費者力を身につけられるよう、高等

学校等と「ひょうご消費者教育応援協定」

を締結。ワークショップ等を協働で開催す

るなど、消費者教育・実践活動を展開。 
 

 

県との連携のもと、コロナ禍に対応した新しい生活様式を推進するため、

運送会社の協力を得て、配送トラックに啓発ステッカーを添付、三密回避を

呼びかけ。 

 
消費者団体による講習会の開催 

 限りある資源を繰り返し使う等、消

費者としての責任を学ぶため、子ども

から大人まで簡単にできる、捨てる物

をリサイクルして新たな物をつくる

体験型講習会を消費者団体が主催。 
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「くらしの安全・安心推進員」の活動支援 

 地域の消費生活リーダーとして、啓

発や見守り活動を行う「くらしの安全・

安心推進員」を対象として、定期的な

情報提供や研修会の開催、活動支援ノ

ートの配布を実施し、活動を支援。 

 

 

（４）エシカル消費の普及 

 ① 取組方針 

   ○持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進に向けて、消費者一人ひ

とりが、地域活性化や雇用なども含め、人や社会・環境に配慮した消費活

動を行う「エシカル消費」の理念を広く県民に普及啓発し、取組の促進を

図る。 

② 施策展開 

○県民が参加しやすい各地域の消費者センターや消費者団体等による研修会の

ほか、調理や漁業などを体験できる講習会などを開催し、普及啓発を行う。 

○企業や生協、事業者団体等に働きかけ、農協や漁協等とも協働したエシカル

コーナーの設置を促すとともに設置場所を広く周知し、消費者及び事業者の

双方に普及啓発する。 

○消費者庁新未来創造戦略本部との連携により、大学生をはじめ若い世代をタ

ーゲットとする実践フォーラムを開催するなど、イベント等も活用しながら、

エシカル消費の必要性や取組事例を分かりやすい形で発信する。 

③ 主な取組 

地域での研修会の開催 

 県内各地域の消費者センター等

で研修会を開催し、人や社会・環境

に配慮した消費行動（エシカル消

費）について、日々の買い物など、

身近なところから始めるうえでの

気づきを喚起。 
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消費者庁新未来創造戦略本部等と連携した実践フォーラムの開催 

 消費者の意識調査等を通じエシ

カル消費の普及を推進している消

費者庁新未来創造戦略本部や、大学

生協等との連携のもと、実践フォー

ラムを開催し、エシカル消費への意

欲を醸成して意識と行動変容を促

進。 

 

高校生によるエシカルファッションショーの開催 

 令和元年９月に消費者庁と県が

共催した「エシカル・ラボ in ひょ

うご」で、県立西脇高校生活情報科

の生徒が、地場産品の播州織を使っ

たファッションショーを実施。進行

アナウンス等も生徒が担当し、播州

織の魅力を発信して地産地消を推

進。 

 

 

（５）消費生活情報の発信 

① 取組方針 

   ○消費者被害の未然防止･拡大抑制のため、消費者トラブルに関する最新情報

について、SNS、メディア、広報誌等の多様な媒体を活用し、各世代に対応し

た発信を行うとともに、消費者教育に関する情報収集・発信に努める。 

② 施策展開 

○スマートフォンを閲覧する頻度の高い若者をはじめ、多くの人に素早く情報

提供できるよう、大学等とも連携しながら Twitter(ツイッター)等の SNS を

活用し、最新の悪質商法の手口紹介、商品事故情報、イベント案内等を発信

する。 

○県内の消費生活相談の状況や、県・市町の消費生活センターの周知について

定期的・継続的に広報するとともに、県内の消費者教育や消費者団体等の取

組、エシカル消費等の情報を発信する。 

○県・市町の協働により、消費者トラブルに関するＱ＆Ａ記事を新聞に掲載す

るほか、情報誌、対象別の事例集等を作成・配布する。 
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○消費者とのつながりを有する事業者と連携・協働し、そのノウハウや店舗等

のネットワーク、広報手段を活用して、消費者トラブルへの注意喚起を行う

とともに、エシカル消費の実践を啓発する。 

③ 主な取組 

ひょうご消費生活ニュースや 

Twitter（ツイッター）を活用した消費生活情報の発信 

 県内の消費生活相談の状況や、市町、消費者団

体等の取組を「ひょうご消費生活ニュース」とし

て定期的に発行。 

 Twitter（ツイッター）を活用し、最新の悪質商

法の手口紹介、行政処分、製品事故情報、イベン

ト案内等を発信。 

 

 

消費者トラブル事例集の作成・配布 

高度情報化やグローバル化をはじめと

した社会の変容により、消費者トラブル

は日々変化していることから、最新の消

費者被害や消費生活に関するタイムリー

な情報など、若者・高齢者等の対象に応

じた事例集を作成・配布。 

 

小・中・高校、特別支援学校へのメール情報発信 

県内すべての小・中・高等学校、特別

支援学校に対し、スマートフォン利用に

関する最新のトラブルをはじめとする世

代の特性にあった内容について、年３回

（長期休暇前等）、消費生活情報メール

を発信し、効果的に情報提供。 
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２ 消費生活相談対応力の充実 

  本県では、消費生活相談のうち約９割が市町によって処理されており、県民がど

こに住んでいても質の高い相談を受けることができるためには、県と市町が連携し

た消費生活相談体制を充実させることが不可欠である。県内における消費生活相談

対応力の向上に向け、県立消費生活総合センターの機能を充実させるとともに、市

町への支援を推進する。 

 

（１）県消費生活センターの機能充実 

 ① 取組方針 

   ○消費者問題が複雑化・多様化する中、県立消費生活総合センターが、県内消

費生活センターの中核センターとしての役割を果たすことができるよう、総

合センターにおける相談機能の充実を図る。 

 

 ② 施策展開 

  ア）県立消費生活総合センターの専門的・広域的機能の発揮 

   ○デジタルプラットフォームの利用拡大や、キャッシュレス決済など新たな取

引形態への対応等、多様な内容にも対応できるよう、県による消費生活相談

の高度化を図る。 

   ○消費生活相談の中で製品の危害・危険情報や安全性に関するものについて、

苦情品の状態を確認のうえ、関係試験研究機関での原因究明テストをコーデ

ィネートし、消費生活相談の解決を図る。 

   ○県内の消費生活相談情報を的確に分析のうえ、市町や関係機関への情報提供

や情報交換を実施し、統一的な相談対応が可能となるよう、全県の消費生活

相談情報の共有化を図る。 

 

  イ）若者、外国人、障害者など、だれもが相談しやすい体制づくり 

   ○ひょうご多文化共生総合相談センター等の関係機関と連携し、外国人県民の

消費者トラブルに対処する。 

   ○新型コロナウイルス感染症拡大の状況等を踏まえ、遠隔でのオンライン相談

を実施するなど、相談者の状況や特性に的確に対応する。 

   ○若者が利用しやすい SNS の活用など、相談方法の多様化について、消費者庁

新未来創造戦略本部による研究及び実証実験と連携のうえ、調査、検討する。 

 

  ウ）関係団体と連携した対応 

   ○多重債務者に対して、通年の対応を行う行政機関等の相談窓口の周知を図る

ほか、兵庫県多重債務者対策協議会による啓発キャンペーン等を実施する。 

   ○ギャンブル等依存症に対して、ひょうご・こうべ依存症対策センター等、保

健・福祉部門と連携しながら、対応を進める。 
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 ③ 主な取組 

県立消費生活総合センターにおける相談対応 

 平成 30 年４月より、県の消費生活

相談機能を神戸市内の消費生活総合

センターに集約。総合センターに配置

する相談員を６名に増員し、県が担う

消費者被害の防止・救済機能を高度

化・専門化。 

 

 

SNS（LINE）を活用した消費生活相談の実証実験 

 近年、SNS の利用増加に伴い、若者を

中心に、電話を苦手とする傾向がある

ことを踏まえ、消費者庁新未来創造戦

略本部は若者が活用しやすい消費生活

相談に関する研究を実施。同本部が実

施する実証実験を、本県をフィールド

として行い、大学生等若い世代に利用

を呼びかけ。 

 

 

 

（２）市町への支援 

 ① 取組方針 

   ○住民に最も身近な窓口である市町消費生活センターにおいて、消費生活相談

が適切かつ迅速に行われ、県民がどこの地域においても等しく相談を受ける

ことができるよう、地域の実情に応じた市町支援を行う。 

 

 ② 施策展開 

  ア）市町相談対応へのサポート 

   ○県消費生活センターが、電話・OJT 指導、市町巡回等を実施し、市町の消費

生活相談員に対し、相談の処理方針やあっせん方法等について助言する。こ

うした助言や援助を実施するに当たり、消費者安全法に規定する指定消費生

活相談員を県消費生活センターに配置する。 

   ○市町消費生活センターに寄せられた、衣料品や工業品等の商品に関する相談

について、消費者への回答のための助言や情報提供等を実施する。 
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  イ）レベルアップ研修の実施 

   ○消費生活相談員や行政職員の資質を向上させるため、消費生活相談に必要な

法律の基礎知識等を学ぶ基礎研修、消費者トラブルへの最新の対応方法や法

改正等にかかる専門研修等を実施し、経験やレベルに応じたスキルアップを

図る。 

   ○一人体制や遠隔地の市町相談員が研修を受講しやすい環境を整えるため、県

及び市町の消費生活センターを結ぶＷＥＢシステムの活用により、研修のラ

イブ及びオンデマンド配信を実施する。 

 

ウ）専門家による市町相談員支援 

   ○県と弁護士会との協定「ひょうご安心サポートシステム」に基づき、県内の

消費生活相談事案に対して、弁護士から法的見解の提供等についての助言を

受ける。処理困難相談に対し、電話による口頭での助言や文書での回答を得

るほか、事案に応じて、相談員及び相談者を交えた三者面談を行う。また、

弁護士を講師に迎え、県及び市町相談員が参加する事例学習会を開催する。

さらに、処理困難な事案が発生した場合に、弁護士複数名によるチームから

助言・指導を受け、その成果を市町消費生活センターに提供する。 

   ○工業品や衣料品、住宅事故等に係る消費者トラブルの相談事案について、該

当分野の知見を有する専門家の助言を受ける。 

   ○消費生活センターに寄せられる相談において、暴言を吐いたり、一方的な主

張を繰り返したりするなど、対応が困難な方からの相談が増加し、相談員の

精神的な負担が大きくなっている。こうした事態に対応するため、消費生活

総合センターにおいて、臨床心理士等によるカウンセリング等を実施し、相

談対応の充実及び相談員のこころのケアを図る。 

 

エ）県及び市町の情報共有 

   ○毎月１回程度、県及び市町消費生活相談員等による相談情報交換会を開催し、

類似の苦情の解決に均衡を失することのないよう、調整を図るとともに、新

たな苦情相談が発生した場合に、統一的な処理方法の検討を行う。 

   ○県及び市町相談員が参加する衣料品研究会及び工業品研究会を定期的に開

催し、衣料品・クリーニングや家電製品・日用家庭用品・雑貨品等に関する

苦情の妥当な解決方法を検討する。開催に当たっては、一般財団法人日本繊

維製品品質技術センター、兵庫県クリーニング生活衛生同業組合、独立行政

法人製品評価技術基盤機構、神戸市消防局等、各分野の専門機関を講師とし、

助言を得ながら行う。 
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 ③ 主な取組 

相談情報交換会の開催 

 県、市町相談員及び消費生活行政

担当職員が直近の相談状況について

の情報を交換するとともに、県相談

員から市町相談員に助言を行うこと

によって、スキルアップを図る場と

して開催。 

 

 

３ 消費者の安全・安心確保の推進 

  消費者が安全・安心に商品を購入・使用したり、役務の提供を受けたりすること

ができるよう、悪質業者に対する指導等を行うとともに、消費者事故防止に向けた

情報収集・発信を実施する。また、高齢者や障害者を消費者被害から守るため、周

囲による見守り活動を推進する。 

  災害時等において、消費者の冷静な行動を促すため、非常事態での消費生活にか

かる知識と理解の普及を図る。 

事業者団体と連携して、消費者志向経営等の普及啓発を行い、消費者から信頼さ

れる事業活動を推進する。 

   

（１）取引・表示の適正化 

 ① 取組方針 

   ○不当な取引行為や不当表示等、法令に違反する行為を行う事業者の実態を調

査・把握し、法令を厳正に執行するとともに、事業者への指導等を適切に行

うことにより、公正な取引を確保する。また、適格消費者団体との連携を進

める。 

 

 ② 施策展開 

  ア）特定商取引に関する法律等に基づく事業者指導 

   ○商品等の売買又は役務の提供について、勧誘目的を告げない等の不当な取引

行為を行った事業者に対し、特定商取引法及び県消費生活条例に基づき、改

善指導・処分等を実施する。 

  イ）表示適正化対策の推進 

   ○不当景品類及び不当表示防止法に基づき、過大な景品類や不当な表示につい

て、関連法令等を所管する他機関とも連携しながら、調査・監視・指導を実

施する。 
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   ○適正な表示の確保を図るため、研修会の実施等を通じて、事業者等に対し、

法の趣旨や内容について周知徹底する。 

 

  ウ）適格消費者団体との連携 

   ○県内に拠点を置く特定非営利活動法人ひょうご消費者ネットは、事業者の不

当な行為に対し、差止請求を行うことができる適格消費者団体であることか

ら、県と同団体との覚書に基づき、消費生活相談情報等の提供を行うなど、

消費者被害拡大防止・救済に向けて連携する。 

   ○ひょうご消費者ネットが実施する県民への啓発活動を支援し、差止請求訴訟

制度や、新たな被害回復制度等について、普及を図る。 

 

③ 主な取組 

消費者団体訴訟制度の普及 

 ひょうご消費者ネットは、平成 17 年に設立され、平成 20 年５月に、全国

で６番目に適格消費者団体の認定を受けた NPO 法人であり、弁護士や司法書

士等を会員として活動してい

る。県は、同団体による消費者

向けのリーフレット作成やシ

ンポジウム開催を支援し、消

費者団体訴訟制度の普及啓発

を推進。 

 

 

（２）消費者事故の防止 

 ① 取組方針 

   ○県民を消費者事故から守るとともに被害拡大を防止するため、事故情報の収

集体制を構築するとともに、情報提供を行い、情報の収集・共有を行う。 

 

 ② 施策展開 

   ○消費者安全法に基づき、県内の消費生活相談に寄せられた商品及びサービス

に関する重大事故等の情報を集約し、国に通知する。 

   ○国や国民生活センター等による消費者事故の公表情報を、市町や県民に積極

的に提供する。県民が様々な商品やサービスについて正確な知識を得られる

よう、SNS 等も活用して迅速に周知し、注意を呼びかける。 
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 ③ 主な取組 

消費者事故情報の周知 

 消費者事故の未然防止・拡大抑制に向

け、多くの県民に情報が届き、関心を高め

るよう、分かりやすい形態で情報提供。 

 

 

 

 

 

（３）高齢者・障害者等への見守り推進 

 ① 取組方針 

   ○高齢者や障害者等特に配慮を要する消費者について、消費者トラブルを未然

に防止するとともに拡大を防ぐため、地域や身近な人々による見守りを進め

る。また、特殊詐欺被害防止対策等について、警察と連携を図る。 

 ② 施策展開 

   ○県・市町・警察、福祉関係団体、弁護士会等で構成する「高齢者等被害防止

ネットワーク」（消費者安全法に基づく「消費者安全確保地域協議会」）を中

心として、情報共有や地域での交流の場等を活用した見守りを推進する。 

   ○市町や関係機関からの推薦に基づき「くらしの安全・安心推進員」を委嘱し、

県内各地域における高齢者の見守りや悪質商法によるトラブル防止のため、

消費生活に関する情報の収集・提供、啓発等の推進員の活動を支援する。 

   ○障害者及び保護者等見守り者向けに、啓発リーフレット等を作成し、障害福

祉サービス事業所や特別支援学校等を通じて配布することにより、障害者が

被害に遭いやすい手口等についての注意喚起を図る。 

   ○特殊詐欺被害の防止に向け、警察等と連携を図り防犯対策等について SNS 等

により情報発信するほか、自治会等を対象とした啓発出前講座を実施する。 

 ③ 主な取組 

高齢者等被害防止ネットワークによる見守り 

 県内各地域の消費者センター等が事務

局となって、地域の高齢者等を消費者被害

から守るため、消費者トラブルの現状にか

かる情報交換や研修会等を実施。 
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（４）災害時等における安心確保 

 ① 取組方針 

   ○災害発生等の緊急時には、誤った風説の流布による合理的でない消費行動や、

消費者の不安感につけこむ悪質な商法が多発している。こうした消費生活へ

の悪影響を押さえるため、消費者への啓発を進める。 

 

 ② 施策展開 

  ア）消費者啓発等の実施 

   ○自然災害発生時や感染症の急速な拡大時において、消費者が不確かな情報に

惑わされたり、風評被害が助長されたりすることのないよう、県民に冷静な

対応を呼びかけるとともに、正確な情報の収集と発信により不安感の払拭を

図る。また、非常時における消費生活に関する知識と理解の普及を進める。 

○災害時等には、便乗した悪質商法が多発することを踏まえ、発生事例や想定

される手口等の迅速な周知を行うとともに、相談対応を強化し、被害の未然

防止及び適切な救済を図る。 

 

  イ）生活関連物資の流通円滑化 

   ○県と事業者との連携協定等を活用し、災害時等における生活関連物資の流通

円滑化を図る。 

 ③ 主な取組 

新型コロナウイルス感染症への対応 

 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言発出期間中に、生活協

同組合コープこうべ及び兵庫県消費者団体連絡協議会と連携し、宅配利用約

49 万世帯に「買いだめ防止」や「便乗した悪質商法への注意喚起」を促すチ

ラシを配付。 
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（５）信頼される事業者活動の推進 

 ① 取組方針 

   ○事業者団体との連携により、消費者から信頼される事業者活動を促進する。

また、消費生活協同組合法に基づき、消費生活協同組合の育成指導を実施す

る。 

 

 ② 施策展開 

  ア）消費者志向経営の普及啓発 

   ○消費者・事業者・行政の三者のネットワークである「ひょうご消費生活三者

会議」や消費者関連専門家会議等の団体と連携しながら、事業者が事業活動

による影響に配慮しながら消費者のニーズや期待に応えることで社会的責

任を果たす「消費者志向経営」の情報発信等を行う。 

  イ）消費生活協同組合の育成指導 

   ○消費者である組合員が安心できる、消費生活協同組合の民主的な運営と健全

な発展を図るため、設立認可等を許認可するとともに、業務及び会計につい

て、法令及び定款等の遵守状況を指導検査する。 

   ○消費生活協同組合が、社会的な活動や消費者運動を行っている実態を踏まえ、

それらの活動が適切に行われるよう、連携を図る。 

 

 ③ 主な取組 

兵庫県生協大会における知事感謝の実施 

 消費生活協同組合法の施行を記念して、

毎年、兵庫県生活協同組合連合会が開催す

る兵庫県生協大会において、生協功労者へ

の表彰として、知事感謝を実施。 

 

消費生活協同組合監事研修会の開催 

 年１回、県と兵庫県生活協同組合連合会の

共催により、監事研修会を開催。生協運営の

健全な発展に果たすべき監事の役割や監査

実務の確認と、健全な生協運営を実施するた

めに実施しており、県消費生活行政担当職員

も講師として参画。 
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提出された意見等の概要とこれに対する考え方 
 案   件   名 ： ひょうご消費生活プラン

 意 見 募 集 期 間 ： 令和３年１月15日～令和３年２月10日 

 意見等の提出件数 ： ５２件（８人） 

 反映状況別内訳 ： 意見を反映       ９件（⑧⑩㉖㉞㊸㊻㊼） 
            既に盛り込み済  ２７件（①②③⑤⑨⑪⑫⑬⑮⑱⑲⑳㉑㉒㉔㉗㉘㉙㉚㉜㉝

     ㉟㊳㊵㊹） 
            今後の取組の参考 １３件（⑥⑯⑰㉓㉕㉛㊱㊲㊴㊶㊷㊺） 
            対応困難            ０件 
            その他       ３件（④⑦⑭）  
  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 
1 Ⅰ 計画の策定に当

たって 

３ 計画の期間 

〈P1〉 

新型コロナウィルスの感染拡大
の影響によるデジタル化など、こ
れまであたりまえだったライフス
タイルが大きく変容していて、今
後もさらに経済、環境、社会におい
て状況が変容する可能性がある。
このような状態の中で、３ヶ年の
推進計画が本当に実行可能なのか
どうかは疑問である。 

１ 【既に盛り込み済】 
 本計画策定の趣旨として、機動的な消
費生活行政を推進する旨を記載してお
り、コロナ禍をはじめ、社会情勢の変化
に迅速・適格に対応できるよう、各年度
の施策を推進します。 
 

2 
Ⅱ 消費者を取り巻

く現状と課題   

１ 社会状況の変化 

〈P2〉  

訪問販売やマルチなどの書面交
付の電子化を認める特定商取引法
改正法案が、通常国会に提出され
そうになっており、消費者啓発活
動の重要性はますます大きくなっ
てくる。成年年齢引き下げで未成
年者取消権が18歳まで引き下がる
１年前で、新型コロナウィルスの
影響で高齢者の消費者被害も増加
傾向にあり、改正法案が可決され
れば、喫緊の課題になるのではな
いかと考える。 

1 【既に盛り込み済】 
 ご指摘のとおり、新型コロナ感染拡
大の影響や、法律の改正など短期間で
消費者を取り巻く状況は変化すること
を踏まえ、成年年齢引下げ、高齢者等
への対応など、消費者教育をはじめと
した消費生活行政を適時かつ適格に推
進します。 

3 
(2)高齢化の進行 
〈P2〉 

人生100年時代、高齢化が進む中
でスマホも使い熟すことができな
い高齢者にキャッシュレス、スマ
ホ決済と言われても難しい。還元
があると聞くと弱いところがあ
り、行政による講座情報の提供等
をお願いしたい。 

１ 【既に盛り込み済】 

ご指摘のとおり、高齢者でもネット
関連の消費者トラブルが増加している
事を踏まえ、情報リテラシーの強化を
図ることとしており、講座内容を充実
させるとともに、開催等の適時での情
報発信に取り組みます。 

4 
(3)高度情報化の進
展 

〈P3〉  

消費生活相談でのデジタルプラ
ットフォームのトラブルがあげら
れているが、前述のSNSの利用と
の整合性がないように感じる。 

１ 【その他】 
SNSの利用者増加に伴い、消費者ト

ラブルが発生している旨を記載してい
ます。 

5 SNSでのマルチ取引などのトラ
ブルも多く聞いているが、警察に
相談するケースが多い。事件性の
認定が難しく、泣き寝入りするケ
ースも多く、消費生活相談のデー
タにあがってこない例も含めて、
現実により即したものにしてはど
うかと思う。 

１ 【既に盛り込み済】 
P18に記載のとおり、消費者被害の未

然防止・救済に当たっては、警察との連
携を進めます。 

 

資料２－４ 
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  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

6 
 SNS利用者の増加の話をしている

ので、ゲーム内での課金やSNSな
どでのチケット•グッズ詐欺の例
も挙げた方が分かりやすいのでは
ないか 

１ 【今後の取組の参考】 
SNSに関連する消費者トラブルは、ゲ

ーム内課金やチケット・グッズ詐欺のほ
かにも、マルチ商法や定期購入など数多
くの事例があることから、P3では、包括
的な記載をしています。なお、ゲーム課
金をはじめ、具体的なトラブル情報につ
いては、適時的確に引き続き情報発信し
ます。 

7 
 (4)大規模災害等
の多発 

〈P4〉  

新型コロナウィルスに関連した
消費生活相談事例とあるが、この
標記は幅が広く、新型コロナウィ
ルスに関連した消費生活相談は、
もっと様々な種類のものがあるの
ではないかと思う。ここに掲載さ
れているものは、不安感の高まり
などにつけこんだものではないか
と思う。 

１ 【その他】 
ご指摘のとおり、コロナ関連の消費生

活相談には様々な種類があり、今後も状
況の変化に応じて、新たな事例が出てく
るものと想定しています。ここでは、イ
メージしやすい内容を例として記載し
ています。 

8 
(5)社会や環境を意
識した消費行動
への要請 

〈P4〉  
 
 
 
 

SDGsの注釈説明が必要ではない
か。SDGsは消費行動だけに求めら
れるものではなく、社会の流れか
らすると企業の消費者志向経営や
様々な部分に関連するのではない
か。 

2 【意見を反映】 
ご意見を踏まえ、SDGsについての説明

を記載しました。なお、消費者指向経営
との関わりについては、「課題解決に向
けた事業者の取組を後押しすることに
つながる」旨を記載しています。 

9 フェアトレードは、仕組みとい
うよりもあり方ではないかと思
う。近年、エシカル消費という言
葉も認知度があがってきている
が、この節で出てきていないので、
整理して加えてはどうかと思う。 

１ 【既に盛り込み済】 
エシカル消費については、この節では

「消費者が社会や環境を意識して行動
する」と趣旨を記載しており、Ｐ10で言
葉の説明を行っています。 

10 
 (6)グローバル化
の進展 

〈P5〉  

越境消費者センター（CCJ）の疑
似チャットボットの利用が倍増し
ているが、その件数が年に数千件
と圧倒的に少ないことから、認知
度の向上は必要ではないかと考え
る。国で訪日観光客消費者ホット
ラインの予算措置がされているの
で、国民生活センターなど県外と
の連携などにもう少し触れてはど
うかと思う。 

１ 【意見を反映】 
ご意見を踏まえ、国民生活センター越

境消費者センターとの連携について記
載しました。 

11 消費者がSNSのデメリットにつ
いて考えながら使用していくこと
が必要になるのではないかと考え
る。 

１ 【既に盛り込み済】 

 デジタルトランスフォーメーション
が一層急激に進展していくことが見込
まれることから、あらゆる世代の情報
リテラシー強化に取り組みます。 
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  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

12 
２ 兵庫県における
消費生活相談の
状況 

〈P6〉  

平均支払額が減少している表が
掲載されているが、トラブル件数
がほとんど変わっていないので、
金額の表だけでは、減っていると
いう事実だけで誤解を与えるので
はないかと思う。 

１ 【既に盛り込み済】 

 P6で現状を説明のうえ、P19に記載の
取組指標を「消費者トラブルで既に支
払いをしている人の割合」としており、
1円でも支払っている人の割合を減ら
すことを目標としています。 

13 
３ 消費者の意識 
(1)消費者トラブル 
〈P7〉 

188の番号の認知度はあがって
いることは分かるが、認知度だけ
でなく実際に被害があったときに
188に相談しようと思う割合を知
りたい。 

１ 【既に盛り込み済】 

 消費者トラブルに遭った人のうち、
30.7％が市町の消費者センター、
10.2％が国民生活センター、3.1％が県
の消費生活センターに相談していま
す。 

14 
 (4)心がけている
消費行動 

〈P8〉 

アンケート項目でフェアトレー
ドとは何を指すのか、また、その
項目も大小いろいろなものが交じ
っているので、ここからの分析は
難しいのではないかと感じた。 

１ 【その他】 

 心がけている消費行動は多種多様で
あり、その選択項目のひとつとしてフ
ェアトレードがあります。その他の項
目もご指摘のとおり大小が混じってい
ますが、前回(3年前)の計画策定時に調
査した内容とほぼ同じ項目としており
、それにより、傾向として分析できると
考えています。 

15 
 (6)消費者教育 
〈P10〉 

周りにいる中学生からもスマホ
ゲームの課金の話やSNSで売買を
したときに問題が起こったとの話
は聞くので、中学生から消費者教
育を行うのは重要なことであると
考える。 

１ 【既に盛り込み済】 

 ご指摘のとおり、消費者被害の未然・
拡大防止には、中学生からの消費者教
育の強化が必要と考えており、中学生
への出前講座の展開を強化していきま
す。 

16 大学生が求めるタイムリーな情
報の内容をしっかりとつめていく
ことが大切であり課題だと考え
る。学生がどういった情報を欲し
ているのかに関してより深い調査
が必要なのではないか。 

１ 【今後の取組の参考】 

 大学生が知りたい「消費生活に関す
るタイムリーな情報」について今後の
取組を行ううえで関係機関と連携しな
がら検討します。 

 

17 大学生の行政に対して求めるこ
とについてはほぼ全ての項目が行
政に期待されているのではない
か。一方で、消費生活総合センタ
ーは平日のみ開所など行政施策と
大学生の活動にはズレを感じる部
分もある。また、コロナ禍で大学
でも活動しにくいなどの現状の中
では、どの項目も実行性に欠ける
ものではないか。大学生がコロナ
禍で本当に何を求めているのかと
いう点についても、行政には調査
いただいて、計画に反映いただき
たい。 

 

１ 【今後の取組の参考】 

コロナ禍でこれまでの生活スタイル
は様変わりし、新たなツールが活用され
たり、イベントの開催方法が変化したり
するなど、激動の最中にあります。ワク
チン接種や医学の進歩によりコロナ感
染状況もかわっていくため、再度調査
し、計画に反映するのではなく、短期間
で変化する消費者トラブルの情報を発
信していくとともに、大学生協等とも連
携しながら、状況に応じた取組を検討し
ていきます。 
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  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

18 
４ 学校における
消費者教育 

(3)教員研修 
〈P14〉 

成年年齢の引下げが迫る中で、
教員研修を受けたことがない人が
一定数おり、その理由に機会がな
いともあるのは、教育委員会との
連携不足である。なぜ、連携でき
ないのかの分析なくして、計画を
作成するのはいかがなものかと思
う。 

１ 【既に盛り込み済】 

 時間の確保が困難であると教員の意
見を聞いており、機会とはタイミング
も含まれていると分析しています。ご
指摘のとおり、行政部門と教育委員会
双方からも委員を選出した本計画検討
会で連携を図ることの重要性を再認識
しており、教員向け研修の実施を充実
していきます。 

19 
(4)消費者教育を充
実するために必
要なこと 

〈P14〉 

消費者被害が次から次に出てき
たことから、2012年に消費者教育
推進法ができ、「だまされない消
費者」から「かしこい消費者」の
育成を目指しているのが兵庫県の
スタンスではないのか。結局、DV
Dや教材の作成という消費者被害
の事例ありきのようにとらえてい
る教員が多い印象だ。行政のスタ
ンスと教員の認識のズレがあるの
ではないかと感じる。 

１ 【既に盛り込み済】 

 コロナ禍での休校に加え、リモート授
業の実施や対面活動の制限等により、D
VD等の映像が活用しやすいまたは効果
があると思われる傾向となったと分析
しています。短期間で変化する消費者
トラブルの実践事例を知ったうえで、
工夫された教材を活用し、深い学びと
できるよう教員向け研修の内容も検討
し、充実していきます。 

20 
５ 市町における消
費者教育 
(1)実施状況 
〈P15〉 

市町での実施状況について、消
費者教育は全ての人に必要である
ので、全生徒数の何パーセントが
受講しているのかというところが
分からないと、回数だけで成果は
はかれないのではないかと思う。 

１ 【既に盛り込み済】 

 市町の行政部門がどの世代を対象と
した事業を実施しているか、どの世代
が足りていないかなど県市町の役割分
担も含めて傾向を確認しています。学
習指導要領を踏まえ、全児童生徒に消
費者教育は行われており、引き続きラ
イフステージ等に応じた消費者教育を
推進します。 

21 
Ⅲ 兵庫県消費生
活行政の方向性 

4 推進にあたって
の視点 

〈P18〉 
  

未成年者や高齢者の消費に関す
る被害が多発、多様化、深刻化し
ているなか小中高生への教育や高
齢者への啓発活動は重要であり、
一層力を入れて効果を上げてほし
い。 

１ 【既に盛り込み済】 

 ご指摘のとおりライフステージ等に
応じた消費者教育・啓発は重要であり、
一層力を入れて取り組みます。 

22 
(1)成年年齢引下げ
を踏まえた若年
者への取組強化 

 〈P18〉 

成年年齢が2022年から18歳に引
き下げられ、特に高校生の消費者
教育が非常に重要になる。 

社会経験の少ない若者が被害に
遭うことを防ぐ知識をしっかりと
つけさせることが必須。遭ってし
まったら消費相談窓口や188に躊
躇なく相談することを学校教育に
て徹底させることが大事。そのた
めには各市町の教育委員会と消費
相談窓口のますますの連携をお願
いしたい。 

１ 【既に盛り込み済】 

 高校生、特別支援学校等での出前講座
の内容を充実させることとしており、
消費相談窓口及び188の啓発など、各市
町教育委員会との連携を推進していき
ます。 
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  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

23 
 
 

スマホ用のアプリ、LINE公式ア
カウントなどの開発をお願いした
い。若年層の情報の収集はスマホ
からであり、紙ベースの情報には
なじみが薄い。アプリを立ち上
げ、被害状況の情報提供や相談業
務などお願いしたい。 

１ 【今後の取組の参考】 

 大学生協事業連合等との協働によるL
INE等を用いた啓発や、消費者庁新未来
創造戦略本部との連携によるSNS(LIN
E)を活用した消費生活相談の実証実験
を行うこととしており、結果を踏まえ
て今後の取組を検討します。 

24 各大学・専門学校・大学生協な
どとの一層の連携と定期的に啓発
を行うこともお願いしたい（新入
学時、先輩との交流会など） 

１ 【既に盛り込み済】 

 大学生協事業連合等と連携した次世
代への消費者教育に対する支援を通
じ、定期的な啓発等、引き続き取り組み
ます。 

25 
 (2)消費者被害に
遭いやすい高齢
者・障害者や周囲
への取組強化 
〈P19〉 

高齢者に向けて、県民生活部会
と連携して、高齢者の居場所など
にて消費者教育をしていくことも
考えていただきたい。 

１ 【今後の取組の参考】 

 各地域の消費者センターや消費者団
体による高齢者向けの啓発を行ってい
ますが、高齢者の居場所などでの啓発
をさらに推進することを検討します。 

26 障がい者の場合は心を開かない
人と話さないことが多く、消費生
活センターに行かない印象であ
る。また実際に社会に出ないと理
解できない方もいる。 

福祉協議会から各施設には情報
はおりてこない。具体的な取組
や、福祉系や市民系の行政サービ
スとの連携をして欲しい。 

2 【意見を反映】 

 ご意見を踏まえ、P35に障害福祉サー
ビス事業所や特別支援学校等を通じた
注意喚起を行う旨を記載しました。 

 

27 くらしの安全安心推進員になる
うえで、ハードルの低い方法を準
備するなどはできないかと思う。 

１ 【既に盛り込み済】 

 市町をはじめとした各機関と連携し
ながら、幅広い層に「くらしの安全・
安心推進員」に就任いただけるよう取
り組みます。 

28 
 (3)社会や環境を
意識した消費行動
の醸成の強化 
〈P20〉 
 

SDGsについて環境や社会も確か
に大切だが、それを実行するには
経済発展や商品を提供する事業者
等、企業の姿勢も大切になってく
る。消費者志向経営との二輪が必
要ではないかと考える。 

 

2 【既に盛り込み済】 

 ご指摘のとおり、企業の姿勢も大切で
あることから、消費者及び事業者の双
方に普及啓発を行い、P33に記載のとお
り事業者団体と連携して、消費者志向
経営等の普及を行います。 

29 エシカル消費、SDGsなどについ
てアンケート調査ではまだまだ認
知度が低く、理解されていない状
況にある。年代層に応じた食や環
境などくらし全般に関わる消費者
教育のさらなる充実をお願いした
い。 

2 【既に盛り込み済】 

 各地域の消費者センターや消費者団
体等による研修会のほか、消費者庁新
未来創造戦略本部との連携により、若
い世代をターゲットとしたフォーラム
を開催するなど、多様な関係機関や団
体等とともに啓発を展開します。 
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  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

30 
(4)デジタル化やポ
ストコロナを見
据えた新たな消
費形態等への対
応 

〈P20〉 

コロナ禍の後、オンライン化・I
T社会が加速度的に進んでいくと
思われるので消費者教育の方法な
ど高齢者向けにも開発をお願いし
たい。 

１ 【既に盛り込み済】 

高齢者でもデジタルコンテンツ等に
かかる相談が多くなっており、高齢者
向けの消費者教育や消費生活情報につ
いて、オンライン化・IT社会等の内容
を充実します。 

31 動画等の配布に関して、流行等
を踏まえ、若者向けには少し工夫
をした動画の配信が必要だと思
う。また、SNSと一括りにされて
いるが、次々と出る新しい媒体に
遅れを取らないことが大切だと感
じる。 

１ 【今後の取組の参考】 

 若者向け啓発については、大学生協事
業連合等と連携し、若者の意見を取り
入れるなど工夫した動画の作成に取り
組むほか、新しいSNS媒体への対応など
を検討します。 

32 
Ⅳ 推進方策 
〈P21〉 

事業者対応と消費者対応を分け
ているという点で、縦割り行政を
感じる。本文の他の部分で書かれ
ていることとの矛盾がある。 

１ 【既に盛り込み済】 

 P21の図に記載しているとおり、「消
費者教育・活動」と、「消費者の安全・
安心確保」（信頼される事業者活動の推
進を含む）は一体的・総合的に推進しま
す。 

33 
１ 消費者教育・
活動の推進 

 〈P22〉 

消費者教育が大切なことは言う
までもないが、「教育」という言
葉は小中高生までで、成年である
大学生や高齢者にとっては違和感
があるかもしれない。 

１ 【既に盛り込み済】 

 消費者教育推進法に基づき、「教育」
との言葉を用いていますが、同法の定
義では「消費者教育」には啓発活動も含
まれています。大学生や高齢者等の世
代にも主体的・合理的に判断できる自
立した消費者を育成していきます。 

34 
 (1)ライフステー
ジ等に応じた消
費者教育の推進 

〈P22〉 
 

支援学校の生徒さんには登校が
安定しない方もよくいるが、そこ
に来ていない人にはどう伝えるの
か、支援学校の生徒さんにどこま
で本当に理解できているのかの効
果測定などはできているのかと感
じた。 

１ 【意見を反映】 

 特別支援学校での出前講座について
内容を拡充し教員の意見を参考にする
とともに、P35に記載のとおり、保護者
向け等の啓発に取り組みます。 

35 個人情報の取り扱いについて、
様々な場面で個人情報を記入する
ことが多くなっており、情報の流
出について危惧している。消費者
に対しては個人情報提供の危険
性、事業者に対しては個人情報の
取り扱いの重要性を伝えることも
大切かと考える。 

１ 【既に盛り込み済】 

 あらゆる世代での情報リテラシーの
強化を図るとともに、事業者団体と連
携して消費者から信頼される事業活動
を推進します。 
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  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

36 
 (2)消費者教育の
担い手の育成・
活用 

〈P24〉 

くらしのヤングクリエーターに
ついて、現状では人数の養成はで
きているが、活動の偏りや認定後
の活動状況についての仕組みがで
きていないように感じる。次世代
の消費者教育にかかる担い手にし
ていくための長期ビジョンはある
のかと思った。 

１ 【今後の取組の参考】 

 平成22年に大学生協神戸事業連合
（現在の大学生協事業連合関西北陸地
区）との締結により認定を行ってきた
が、その間、大学生協事業連合の組織
も改編されています。活動の偏りや認
定後の活動状況について仕組みづくり
など今後の課題として検討します。 

37 兵庫県が誇る「くらしのヤング
クリエーター」の活動や交流範囲
を小・中学校や高校まで広げ、若
い世代が互いに刺激し合い高め合
う定例的な機会設定など、新たな
企画等を検討してはどうか。 

１ 【今後の取組の参考】 

 コロナ禍の現状では世代交流の機会
設定などは難しい側面もありますが、
次世代の消費者教育の担い手を育成す
る手段として新たな企画等を検討しま
す。 

38 
(3)消費者活動との
協働 

〈P25〉 

消費者団体として活動している
が、わかりやすい資材やビデオが
あるので、学校や一般住民でも集
落単位の総会等で広められたら関
心のない人も役立つのではない
か。 

１ 【既に盛り込み済】 

 地域に根ざした消費者団体等が実施
する活動を支援し、より効果的な啓発
や消費者教育の方法などを実践出来る
ようさらに連携協働します。 

39 
 (5)消費生活情報
の発信  

〈P28〉 
   

Twitter等のSNSは目に入ったと
しても興味がなさそうならすぐに
スクロールされてしまう。近年の
SNSのツールは変化している。情
報提供方法や内容を推敲したほう
がいいのではないか。 

2 【今後の取組の参考】 

 SNSの情報提供のツールや方法、内容
の推敲など、より効果的な情報発信が
出来るよう検討します。 

40 消費者の普段の生活では県や県
の機関よりも事業者との接点の方
が多い。消費者に対する様々な情
報配信を事業者からも消費者に発
信してもらうようにもっと働きか
るべきかと思う。 

１ 【既に盛り込み済】 

消費者とつながりを有する事業者と
連携・協働して啓発等を行っており、引
き続き消費者に届くよう発信します。 

41 

 

２ 消費生活対応
力の充実 

〈P30〉 
 

消費生活相談員についてスキル
アップもだが、若い人が相談員に
なりたいと思うような仕組み作り
をしなければ、相談員不足になる
のではないかと思う。相談員の処
遇改善等も必要ではないかと思
う。 

１ 【今後の取組の参考】 

  県消費生活センターの機能充実に向
け、相談員の確保に取り組んでいきま
す。 

42 
３ 消費者の安

全・安心確保
の推進 

(1)取引･表示の 
適正化 

〈P34〉 

ひょうご消費者ネットについて
触れてあるが、消費者の財産的被
害の集団的な回復のための民事の
裁判手続きの特例の関する法律に
基づく、特定適格消費者団体との
連携についても検討してはどうか
と思う。 

１ 【今後の取組の参考】 

現在は、県内で活動する適格消費者
団体であるひょうご消費者ネットと連
携した取組を推進しており、特定適格
消費者団体との連携については、今後
の取組を検討する際の参考とします。 
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  項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

43 
(3)高齢者・障害等
への見守り推進 

〈P35〉 

障がい特性はいろいろあるの
で、その辺についても分類して計
画を作成してはどうかと感じた。 

１ 【意見を反映】 

ご意見を踏まえ、障害者が被害に遭い
やすい手口等について注意喚起を行う
ための施策展開を記載しました。 

44 高齢者、障害者で被害にあわれ
た方の相談を受けるが、ほとんど
が家族に隠している。声かけや情
報提供等を行っているが、家を出
ない孤立した高齢者への見守りを
具体的にどうするか。啓発にあた
っては情報の届け方が一番の課
題。 

１ 【既に盛り込み済】 

ご指摘のとおり、孤立した高齢者等
が被害に遭いやすい状況があります。
福祉関係団体等とも連携した地域での
見守りを推進するほか、P28～29に記載
のとおり、メディア等も含む多様な媒
体を活用し、各世代に対応した情報発
信を実施します。 

45 くらしの安全・安心推進員向け研
修会への出席者が少ない。活動で
きる人を委嘱してほしい。 

１ 【今後の取組の参考】 

市町等と調整のうえ、「くらしの安全・
安心推進員」の委嘱に当たっては、各地
域で積極的に活動していただける方を
委嘱します。 

46 (5)信頼される事業
者活動の推進 

〈P37〉 

消費者関連専門家会議という名
前があがっているが、消費者志向
経営は経営者のトップマネジメン
トが欠かせない。また、消費者志向
経営は大企業だけでなく中小企業
の経営者への浸透の必要性を強く
感じる。連携機関については、もう
少し選択肢を広げてはどうかと思
う。 

１ 【意見を反映】 

ご意見を踏まえ、消費者・事業者・行
政の三者のネットワークであり、商工
会議所連合会等の事業者団体を構成員
に含む「ひょうご消費生活三者会議」と
連携する旨を記載しました。 

47 
全般 「消費生活推進プラン」という

名称を見ただけでは、どんどん消
費していこう!と誤解される懸念
があり、県民にプランの内容が伝
わりにくい。 

 

１ 【意見を反映】 

ご意見を踏まえ、プランの名称を変更
しました。 
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安全安心な消費生活の推進（令和 3 年度） 

 

消費者問題が多様化・複雑化するなか、消費者を取り巻く環境変化に的確に対応する

ため、「①成年年齢引下げを踏まえた若年者への取組強化」「②消費者被害に遭いやす

い高齢者･障害者や周囲への取組強化」「③社会や環境を意識した消費行動（エシカル

消費）の醸成の強化」「④デジタル化やポストコロナを見据えた新たな消費形態等への

対応」を推進の視点として取り組む。 

消費生活総合センター及び但馬消費生活センターにおいて、消費者被害の防止･救済

機能を高度･専門化し、市町の相談対応力強化を支援する。また、消費生活情報プラザ

において、消費生活に関する様々な情報の提供や、団体･グループの活動交流、参加体

験型学習を推進するほか、県内各地域の消費者センターにおいて消費者教育・啓発等に

取り組む。消費生活総合センターの「県内の消費生活センターの中核センター」「全県

の消費者教育の中核拠点」としての機能を核として、安全で安心な消費生活と社会に配

慮した消費行動の実現に向けた取組を推進する。 

 

 

 

 

 １ 専門的な相談への対応 

(1) 消費生活相談・あっせんの実施（企画県民部）                【17,330千円】 

契約トラブルや製品の安全性に関する相談等に迅速・的確に対応するため、消費

生活総合センター及び但馬消費生活センターに消費生活相談員を配置し、相談者へ

の適切な助言、情報提供や事業者へのあっせんを実施 

○相談件数：35,493件（県 4,102件・市町 31,391件）(R2年11月末) 

 

(2) 商品テストコーディネートの実施（企画県民部）           【 －  】 

消費生活相談の中から重大事故や商品の安全性に疑義の生じた商品について、関

係試験研究機関に原因究明テストを依頼するためのコーディネートを実施 

○コーディネート件数：20件(R2年12月末) 

 

(3) 多重債務者対策の推進（企画県民部他）                  【1,782千円】 

県相談窓口（消費生活総合センター等）、市町消費生活センターにおける日常的

な相談対応のほか、兵庫県多重債務者対策協議会（県・市町・弁護士会、司法書士

会等）による相談強化キャンペーンを開催 

〇多重債務相談窓口周知・広報キャンペーン(９月～12月) 

 

 

Ⅰ 消費生活相談対応力の充実強化       64,216 千円 

資料３ 
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(4) 住まいに関する相談・支援の一元化（県土整備部）         【24,508千円】 

住まいサポートセンターに住まいに関するワンストップ窓口を設置し、相談、支

援、情報提供等を実施 

 

２  市町への支援（企画県民部） 

(1) 市町消費生活センター相談対応力強化事業                     【13,905千円】 

市町センターの相談対応力の向上を図るため、消費生活総合センターに市町相談

サポートデスクを設置し、相談の処理方針やあっせん方法、PIO-NETの入力等につ

いて市町相談員に助言 

    ○市町相談サポートデスク専門相談員：２名 

 

(2) 消費生活相談レベルアップ研修事業                           【3,253千円】 

県・市町センターの消費生活相談員等の資質向上を図るため、経験・レベル等に

応じた研修を実施し、県と市町センターを結ぶＷＥＢシステムでも配信 

  ○基礎研修（３回）、専門研修（10回）、法執行業務研修（６回）、 

   消費者教育研修（３回） 

 

(3) (拡)専門家による市町消費生活相談員支援強化事業             【3,438千円】 

複雑化する消費生活相談に対応するため、弁護士による学習会・助言のほか、処

理困難な緊急事案が発生した場合の対策チームの設置、技術専門家による助言、臨

床心理士による助言や相談員のこころのケアを実施 

   ○弁護士によるサポート：事例学習会（11回）、困難事例相談への助言（82回） 

   ○緊急事案等対策チームの設置 

  ○技術専門家によるサポート：事例学習会(６回)、技術的相談への助言 

○臨床心理士によるサポート：事例学習会(４回)、個別カウンセリング（６回） 
       

 

 

 

 

１  消費者教育推進体制の整備（企画県民部） 

(1)（拡）消費者教育推進プロジェクト（消費者教育推進事業）  

【12,316千円】 

令和３年３月策定の「ひょうご消費生活プラン」に基づき、県立消費生活総合セ

ンターを「全県の消費者教育の中核拠点」として施策を実施し、県民局・県民セン

ターの消費者センターとあわせて消費者教育・啓発や消費者団体等の支援を実施す

るとともに、市町の消費者教育を支援 

○消費者教育コーディネーター等支援 

○出前講座の内容拡充 

  ○消費者教育推進員の設置 

 

Ⅱ 消費者教育の総合的・体系的推進      36,917 千円 
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(2) エシカル消費推進事業                       【1,381千円】 

2015年に国連で採択されたSDGｓ（持続可能な開発目標）の目標12「つくる責任

 つかう責任」の達成に向け、人や社会、環境に配慮した消費行動（エシカル消費）

を推進 

  ○団体･グループとの協働実践学習・啓発事業（７地区×１回） 

 

２  ライフステージ等に応じた消費者教育の推進 

(1) (拡)高等学校・特別支援学校等への消費者教育推進事業（企画県民部）【1,882千円】 

成年年齢引下げに伴う消費者被害を防止するとともに、自ら考え、行動する自立

した消費者を育成するため、県内の高等学校及び特別支援学校等における消費者教

育を教育委員会や学校現場と協働で実施 

○高等学校・特別支援学校等への出前講座（56回） 

○教員向け研修会（14回） 

 

(2) (拡)大学生による次世代への消費者教育事業（企画県民部）     【3,683千円】 

大学生協との連携により養成した「くらしのヤングクリエーター」を中心に、若

者の消費者力アップに向けた取組を多様な団体等と連携して実施 

また、消費者庁新未来創造戦略本部と連携し、エシカル消費の実践やＳＮＳによ

る消費生活相談の実証実験プロジェクト等に取り組み、ポストコロナに対応した消

費生活を推進 

○異世代とのワークショップ等の開催 

○小・中学生向け学習コンテンツの開発 

○エシカル消費等に関する講座・研修会の開催 

○(新)エシカル消費実践フォーラムの開催 

○(新)ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）を活用した消費生活相談の実証実験 

 

(3) 消費者力アップ体験学習会事業（企画県民部）            【3,284千円】 

幼児、小・中学生、保護者などが楽しみながら参加・体験できる、身近な製品の使

用方法やお金の管理等に関する学習会を消費生活情報プラザ等で開催 

○商品テスト等体験学習会 

     

(4) 金融リテラシー強化事業（企画県民部）              【1,188千円】 

悪質商法や投資詐欺などの消費者トラブルを防止するため、金融やその背景となる

経済についての基礎知識等を学ぶ講座を実施 
 

(5)青少年のインターネット依存等防止対策の推進（企画県民部）        【488千円】 

    青少年のインターネットの利用に関する基準づくりを県民すべてが支援すること

を定める青少年愛護条例の趣旨を踏まえ、青少年のインターネット利用対策戦略会

議を開催し、有害情報から青少年を保護する方策の検討、条例改正の義務履行の徹

底を推進 
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○青少年のインターネット利用対策戦略会議の開催 

○インターネット依存防止対策推進事業 

 

(6) (新)青少年の安全安心なインターネット利用の推進（企画県民部） 【4,280千円】 

  増加するSNSによる犯罪被害やネット依存への対策として、青少年が主体的にイン 

 ターネット利用の対策等について考える取組や家庭におけるルールづくりを支援 

  ○ワークショップの開催支援 

  ○全県発表会の実施 

  ○家庭での効果的なルールづくりを進めるための啓発資料の作成・配布 

 

(7) 食品の栄養成分表示等の利用促進（健康福祉部）            【400千円】 

栄養成分表示の義務化に伴う消費者への相談対応力の強化を図り、消費者が食の

選択力を身につけるための活動を支援 

○相談員（（公社）兵庫県栄養士会会員等）を対象とした研修会 

○栄養成分表示等利用促進フィールドワーク（２会場） 

 

(8) (拡)ひょうごフードドライブ運動の推進（農政環境部）           【3,523千円】 

家庭で余った食品をこども食堂などに寄付するフードドライブ運動を推進。スー

パーや団体の活動に要する初期経費を支援し、より多くの参画を促進 

○フードドライブ運動の普及啓発の推進 

   県民だよりひょうご、環境系イベント、SNS、ひょうご発信を活用した全県運動 

の積極的なPR 

○(新)スタートアップ支援事業の実施 

対象経費 フードドライブ実施にかかる経費(チラシ、車両借上げ費用、 

運搬用備品等) 

件  数 40件 

 

３ 多様な主体と連携した消費者学習等（企画県民部） 

(1) 事業者団体等による消費者教育の支援                【1,000千円】 

地域に根ざした活動を展開する生活協同組合や事業者団体等が実施する消費者

教育・啓発事業を支援 

○消費者トラブル防止講座・イベント、啓発等（２団体程度) 

 

(2) 消費者団体等との協働による啓発                            【3,492千円】 

自立した消費者を育成・支援するため、消費者団体・女性団体と協働して、消費

生活に関する学習会、パネル展、キャンペーン、出前講座等により、消費生活情報

の提供、啓発等を実施 
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 １ 事業者等への指導強化                         

(1) 表示適正化対策の推進（企画県民部）                 【3,060千円】 

景品表示法に基づき、過大な景品類や不当な表示について調査・監視・指導等の

体制を強化し、事業者等に対し、法の趣旨や内容について周知徹底 

○処理件数：70件(R2年12月末) 

 

(2) 特定商取引法等による事業者指導（企画県民部）            【5,431千円】 

特定商取引法や消費生活条例に基づき、勧誘目的を告げない等の不当な取引行為

を行った事業者に対し、改善指導・勧告、指示等を実施 

○指導件数：8件(R2年12月末) 

 

(3) 食品表示の信頼確保対策の推進（農政環境部）           【13,806千円】 

食品表示制度に関する相談窓口及び指導監視体制を整備し、消費者の食品表示へ

の信頼を確保 

  ○事業内容：食品表示相談窓口及び食品表示指導相談員の設置 

      食品表示調査・監視（巡回調査、疑義事案調査） 等 

 

(4) （新）新しい食品表示の普及推進（農政環境部）          【8,982千円】 

加工食品を製造・販売する食品事業者等に対して、今後、追加される表示ルール

（原料原産地表示制度、遺伝子組み換え表示制度）や、コロナ禍においてテイクア

ウトなど業態転換した場合に新たに対応が必要となる表示ルールについて、指導・

周知を実施 

○事業内容：現地指導、相談対応、セミナーの開催 等 

 

２ 高齢者等の見守り活動の強化（企画県民部）                        

(1) (拡)高齢者・障害者等の消費者トラブルの防止              【3,723千円】 

県・市町・警察、福祉関係団体等で構成する「高齢者等被害防止ネットワーク」

（消費者安全法に基づく「消費者安全確保地域協議会」）を中心に、情報共有や地

域における見守りを支援するとともに、高齢者・障害者や周囲の人への啓発を促進 

また、特殊詐欺や悪質商法の標的となりやすい高齢者や障害者等を対象とした出

前講座を実施 

○見守り支援など消費者被害防止に向けた研修（7地区×2回） 

○トラブル情報の広域での迅速な共有 

○高齢者保健福祉月間（９月）における被害防止キャンペーン等 

  ○(拡)高齢者・障害者等への出前講座の実施（7地区） 

 

Ⅲ 消費者トラブル防止対策の強化          42,892 千円 
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(2) くらしの安全・安心推進員の活動支援                 【4,698千円】 

「くらしの安全・安心推進員」による高齢者の見守りや悪質商法によるトラブル

防止など、消費生活に関する情報の収集・提供、啓発活動等を支援 

   ○設置数：約300人 

 

３ インターネットトラブル等防止の強化 
(1) 若年者のインターネットトラブル防止啓発事業（警察本部）      【641 千円】 

若年者のインターネット利用による消費者トラブルや犯罪被害を防止するため、

ネット情報に長けた「サイバー防犯ボランティア」を情報発信やオンライン研修な

どで養成し、県警察が実施する小中学生対象のインターネットトラブル防止講習会

の講師としての活動や各種啓発活動を実施 
 

４ 事業者等との協働による取組の推進 

(1) ひょうご消費生活三者会議による協働（企画県民部）               【 －  】 

消費者・事業者・行政のネットワークである「ひょうご消費生活三者会議」で情

報共有を図るとともに、相互に連携した取組を推進 

○「ひょうご消費生活三者会議」構成団体（25団体） 

    消費者団体(10)、事業者団体(10)、専門家団体(2)、行政関係団体(3) 

 

(2) 適格消費者団体活動支援（企画県民部）                【1,027 千円】 

事業者の不当な約款等に対し、差止請求を行うことのできる団体である適格消費

者団体「ひょうご消費者ネット」が行う差止請求訴訟制度や、新たな被害回復制度

等に関する啓発のためのシンポジウム等の開催やリーフレットの作成について支援 

 

(3) 食の安全安心推進事業(食のﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの推進)(健康福祉部)    【214千円】 

子供から大人まで、各世代の理解力や興味に応じた内容により、総合的に食の安

全安心を推進するため、各健康福祉事務所（保健所）や一般社団法人兵庫県食品衛

生協会を中心に地域の特性にあった食の安全安心フェアの開催や、次代を担う子供

に対し、将来にわたる衛生思想を定着させるため手洗い実践教室等を開催 

 

５ 消費者への普及啓発の推進（企画県民部） 

(1) 消費生活セミナー・出前講座の実施                  【 －  】 

消費者被害の防止や、消費生活に関する契約の知識等、安全安心な消費生活を実

現するためのセミナー・出前講座等をグループや団体、企業等を対象に実施 

 

(2) 消費者月間重点ネットワーク事業の実施                    【 －  】 

県民の消費者問題に対する関心を高め、消費者力の向上を図るため、消費者月間

（５月）に、くらしの安全・安心に関するキャンペーンや講演会等の啓発イベント

を全県で重点的に実施 
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  (3) 消費生活情報の発信                                  【1,310千円】 

「ひょうご消費者トラブル情報」等のメール配信や、ホームページ、ツイッター、

新聞等を活用し、広く県民に最新の消費生活相談事例と対処法等安全安心な消費生

活の実現にむけた消費生活情報を発信 
 

 

 

 

(1) 消費生活協同組合の育成指導（企画県民部）              【2,491千円】 

消費生活協同組合の民主的な運営と健全な発展を図るため、業務及び会計につい

て、法令及び定款等の遵守状況を指導検査 

○検査実施組合数（９組合) 

 

 

 

 

 

 

［問い合わせ先］企画県民部県民生活局消費生活課 (078)362-3376 

Ⅳ 消費生活協同組合の育成指導            2,491 千円 



（単位：千円）

H30当初 R1当初 R2当初 R3当初 部 担当課

Ⅰ　消費生活相談対応力の充実強化 63,346 62,884 64,024 64,216

１　専門的な相談への対応 45,290 44,169 44,846 43,620

(1) 消費生活相談・あっせんの実施 15,408 15,419 16,337 17,330 企画 消費生活課

(2) 商品テストコーディネートの実施 186 154 － － 企画 消費生活課

(3) 多重債務者対策の推進 2,221 2,341 2,210 1,782
企画
産労

消費生活課
地域金融室

    食品の放射性物質汚染に関する検査の実施 457 915 915 － 健福 生活衛生課

(4) 住まいに関する相談・支援の一元化 27,018 25,340 25,384 24,508 県土 住宅政策課

２　市町への支援 18,056 18,715 19,178 20,596

(1) 市町消費生活センター相談対応力強化事業 13,095 13,104 13,457 13,905 企画 消費生活課

(2) 消費生活相談レベルアップ研修事業 3,221 3,235 3,253 3,253 企画 消費生活課

拡 (3) 専門家による市町消費生活相談員支援強化事業 1,740 2,376 2,468 3,438 企画 消費生活課

Ⅱ　消費者教育の総合的・体系的推進 24,971 31,233 34,151 36,917

１　消費者教育推進体制の整備 11,598 16,151 14,524 13,697

拡 (1) 消費者教育推進プロジェクト 10,239 12,425 11,442 12,316 企画 消費生活課

(2) エシカル消費推進事業 0 2,364 1,718 1,381 企画 消費生活課

    消費者教育コーディネーター等支援事業
    ※R3からⅡ-1-(1)消費者教育推進プロジェクトへ統合

1,359 1,362 1,364 － 企画 消費生活課

２　ライフステージ等に応じた消費者教育の推進 8,881 10,590 15,135 18,728

    特別支援学校等における消費者教育推進事業
　　※R3からⅡ-2-(1)高等学校・特別支援学校等への消費
　　  者教育推進事業へ統合

578 854 768 － 企画 消費生活課

拡 (1) 高等学校・特別支援学校等への消費者教育推進事業 456 720 648 1,882 企画 消費生活課

拡 (2) 大学生による次世代への消費者教育事業 3,612 3,442 3,098 3,683 企画 消費生活課

(3) 消費者力アップ体験学習会事業 1,735 2,200 2,827 3,284 企画 消費生活課

(4) 金融リテラシー強化事業 1,450 1,462 1,469 1,188 企画 消費生活課

(5) 青少年のインターネット依存等防止対策の推進 550 1,412 1,270 488 企画 青少年課

新 (6) 青少年の安全安心なインターネット利用の推進 － － － 4,280 企画 青少年課

(7) 食品の栄養成分表示等の利用促進 500 500 500 400 健康 健康増進課

拡 (8) ひょうごフードドライブ運動の推進 0 0 4,555 3,523 農政 環境政策課

３　多様な主体と連携した消費者学習等 4,492 4,492 4,492 4,492

(1) 事業者団体等による消費者教育の支援 1,000 1,000 1,000 1,000 企画 消費生活課

(2) 消費者団体等との協働による啓発 3,492 3,492 3,492 3,492 企画 消費生活課

　安全安心な消費生活の推進　施策体系

事業カテゴリ・事業名・事業概要

※　「拡」：R3年度拡大事業　　「新」：R3年度新規事業
1



Ⅲ　消費者トラブル防止対策の強化 36,774 37,451 41,117 42,892

１　事業者等への指導強化 25,093 25,054 28,346 31,279

(1) 表示適正化対策の推進 1,181 1,181 3,060 3,060 企画 消費生活課

(2) 特定商取引法等による事業者指導 4,679 4,628 4,787 5,431 企画 消費生活課

(3) 食品表示の信頼確保対策の推進 19,233 19,245 20,499 13,806 農政 消費流通課

新 (4) 新しい食品表示の普及推進 － － － 8,982 農政 消費流通課

２　高齢者等の見守り活動の強化 7,594 7,860 8,234 8,421

拡 (1) 高齢者・障害者等の消費者トラブルの防止 2,639 2,896 3,145 3,723 企画 消費生活課

(2) くらしの安全・安心推進員の活動支援 4,384 4,389 4,511 4,698 企画 消費生活課

　  高齢者の特殊詐欺被害防止に向けた啓発事業
　　※R3からⅢ-2-(1)高齢者・障害者等の消費者トラブル
　　　の防止へ統合

571 575 578 － 企画 消費生活課

３　インターネットトラブル等防止の強化 800 800 800 641

(1) 若年者のインターネットトラブル防止啓発事業 800 800 800 641 県警
サイバー犯罪
対策課

４　事業者等との協働による取組の推進 1,977 2,427 2,427 1,241

(1) ひょうご消費生活三者会議による協働 － － － － 企画 消費生活課

(2) 適格消費者団体活動支援 1,450 1,450 1,450 1,027 企画 消費生活課

    県版ＨＡＣＣＰ認知度向上大作戦 300 600 600 － 健福 生活衛生課

(3) 食の安全安心推進事業(食のﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの推進) 227 377 377 214 健福 生活衛生課

５　消費者への普及啓発の推進 1,310 1,310 1,310 1,310

(1) 消費生活セミナー・出前講座の実施 － － － － 企画 消費生活課

(2) 消費者月間重点ネットワーク事業の実施 － － － － 企画 消費生活課

(3) 消費生活情報の発信 1,310 1,310 1,310 1,310 企画 消費生活課

Ⅳ　消費者トラブル防止対策の強化 2,154 2,148 2,356 2,491

(1) 消費生活協同組合の育成指導 2,154 2,148 2,356 2,491 企画 消費生活課

消費生活関連施策　予算額合計 146,516 （事業数：33）

※　「拡」：R3年度拡大事業　　「新」：R3年度新規事業
2


